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予算審査特別委員会質疑（3/11）議場

【町立病院】町立中標津病院事業会計予算

病院経営改善事業

○松村委員 15 番、松村でございます。主要施策の 254 番、病院事業会計の 25 ページ、病院

経営改善事業として金額が想定されていますけれども、病院再建に係るコンサルティング、

それと医療材料等物流管理システムＳＰＤというふうに主要施策には載っておりました。こ

れの従来はどうなのであって、これを今回ＳＰＤを採用するとどうなるのか、この部分につ

いて、まずお聞きしたいと思います。

○管理係長 管理係長の二本柳です。ただいまの松村委員の御質問にお答えいたします。まず、

医療材料等物流管理システムとは、ノウハウを持つ専門業者が院内の倉庫に常駐して、医療

材料、消耗品の仕入れ、在庫、各部署への払出しなどの一元的な物流管理を委託するもので

ございまして、余剰在庫の縮減、購入価格の改善、病院スタッフの業務負担軽減などを目的

として導入するものでございます。現在でも基本的な倉庫業務というものは委託しておりま

すが、それに加えてさらなる物流の管理を目指すものでございます。導入することにより得

られる効果についてでございますが、医療材料の管理に従事している看護師、看護助手の物

流管理にかかる時間が減り、その分患者ケアに集中できるようになると思われます。また、

現在ディーラーとの価格交渉や医療材料の選定などは我々事務職員が行っておりますが、専

門知識を有する委託業者が行うことで、購入価格の改善や円滑な医療材料の選定が可能とな

ります。在庫管理につきましても、新たにシステムを導入し在庫の動きがリアルタイムで追

跡できるようになるため、適正在庫を保ち、在庫切れ、過剰在庫を防ぐことが可能となり、

コスト削減につながると考えております。以上です。

〇松村委員 はい。15 番、松村です。委託ということですけれども、そうすると 2600 万のう

ちのどの部分がこの金額になるんでしょうか。

○管理係長 管理係長の二本柳です。ただいまの松村委員の御質問にお答えします。病院経営

改善事業 2619 万 1000 円の内訳でございますが、そのうちＳＰＤにかかる医療材料と物流管

理システムに係る経費につきましては、そのうちの 1536 万 7000 円が委託料となっておりま

す。以上です。

○松村委員 もう少し詳しく教えてほしいのですけれども、いろんな消耗材料とか薬剤とかが

入ってきますよね。それにバーコードか何かついてるみたいのを読み込むとか、それで自動

的にパソコンの中にそれがたまっていって、今度払出しを受けたときもそれで出ていって、

今在庫は何ぼみたいなことが分かるようなシステムと一緒に、この委託をしていくというこ

となんでしょうか。その辺もうちょっと詳しく教えてくれませんか。

○管理係長 管理係長の二本柳です。ただいまの松村委員の御質問にお答えいたします。ただ

いま医療材料、消耗品についてはバーコード等、何も貼っていなくてですね、それをバーコ

ードをこれから貼ることによりまして、スキャナーで読み取ることによってシステムに反映

されるようになります。それで今、その在庫が払出している状態なのか在庫にある状態なの

かがリアルタイムで追えるようになるため、在庫管理が今より楽になるというものでござい

ます。以上です。

〇松村委員 はい。分かりました。それでですね、今回、病院の新年度予算の中で医療器械器

具等購入費として 5800 万ほど載っています。この議場において 11 点の医療器械を購入する
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とかというふうに聞こえたんですけれども、主たる医療器材、どのようなものをどのような

理由で更新しようとしているのか。それには同じようにバーコードがついて、耐用年数５年

とか７年とかきたら、それはそれでどうしますかというような形のものが出るようになって

いるのか、その辺はいかがですか。

○管理係長 管理係長の二本柳です。ただいまの松村委員の御質問にお答えします。来年度購

入する医療機器につきましては、物流管理システムの対象には現状なっておらず、バーコー

ドシールは貼らない予定でございますが、従来より備品シールを貼っており、それで購入年

月や品番だとかそういうものは管理しておりますので、そういう面ではこれまでどおりの運

用で医療機器に関しては行う予定でございます。以上です。

○松村委員 文教厚生常任委員会の所管部分なんだけど、委員会室ではこのような質問を今回

できていないので、この議場でさせてもらうんですけど、購入する医療機器機材の種類、ど

のようなものを今回購入しようとしてるのかについても、お知らせいただきたいのです。

○経理係長 経理係長の猿谷です。ただいまの松村委員の質問にお答えいたします。議場のほ

うで管理課長より説明した医療器械の購入でございますが、今年、令和７年度でございます

が、医療機器 14 品 26 点の新規購入及び更新で 5854 万 9000 円でございます。内訳でござい

ますが、その中でですね、今の物流管理システム、こちらの金額が 1277 万 8000 円。その他、

主なものといたしましては、電動リモートコントロールベッドですとか、小児のベッド、そ

の他ですね、超音波診断装置、経腟プローブ、こちらは産婦人科で使う超音波診断装置のプ

ローブ部分ですね。その他、血液ガス分析装置ですとか、高圧蒸気滅菌器などの手術で使う

部分の機器などの購入がメインとなっております。以上でございます。

以下は質疑なし

・一般会計予算
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予算審査特別委員会質疑（3/11）議場

【町民生活部】施政方針

介護人材の処遇改善に向けた取り組みについての考えは？

○松村委員 はい。15 番、松村でございます。施政方針の 11 ページ、高齢者、障害者地域福

祉の充実に関して、施政方針においては、本町におきましても介護サービスの縮小や休止を

余儀なくされる事業所が発生しており、介護人材の確保は喫緊かつ深刻な課題として、これ

までの施策に併せて資格取得等に必要な費用を支援し人材の定着促進を図ってまいりますと

いうふうに記述されています。次は外国人材の登用なんですけれども、基本的に、いわゆる

介護職の待遇改善、処遇改善に関しての記述はこの中にはございません。昨年の春闘の平均

賃上げ率が 5.1％だったのに、介護分野というのは報酬改定による 24 年度の賃上げ率は

2.5％にとどまっているような現状の中で、この介護職の処遇改善を抜本的に図らなければ、

問題の本質的解決には迫らないんだろうと思っています。2024 年の補正予算において、具体

的には事業者が職員の賃金の賃上げなどの取組に関する介護報酬の処遇改善加算を受けてい

るとか、業務の見直しによる職員の負担軽減を既に実施または計画しているような事業体に

対して、北海道を主体として一人当たり常勤の介護職員一人当たり５万 4000 円相当の補助

金を出すということが決まっています。これに対応する、うちの町民生活部はどのようなと

ころの現状の自覚、状況の自覚と、これに対する対応というのはどのレベルに達しているの

か、お聞きしたいと思います。

○介護保険課長 介護保険課長の田中です。松村委員の御質問について、御説明申し上げます。

介護人材の処遇改善に向けた取組については、現在のところ考えていませんが、私どもとい

たしましても、現在実施しています介護人材確保育成の支援策では十分とは考えておりませ

んので、今後も中標津町介護保険事業者協議会と継続して協議を行い、介護人材確保育成に

向けて、必要な支援策を検討していきたいと考えております。以上です。

○松村委員 現状の対応では足りないという自覚はあるということは理解いたします。それで

今私が具体的に申し上げました、この補助金５万 4000 円に対応するうちの町の事業者に対

する働きかけとか、現状どのようになっているかを説明できる人、どなたかいらっしゃいま

せんか。

○町民生活部長 ただいまの再質問に御答弁を申し上げます。それぞれの事業者でどうなって

いるかというような内容の御質問だったかと思いますけれども、介護事業者にとりまして、

この補助金につきましては死活問題というふうに捉えているようでございまして、それぞれ

の事業者において必要な措置を講じて、加算をとってまいるというのは基本姿勢かというふ

うに承知しているところでございますので、こちらからの働きかけはもちろんでございます

けれども、事業者とも十分協議をしながら、加算が取れるようにということの対応をしてま

いりたいというふうに考えてございます。以上になります。

○松村委員 今一つ、ぼやっとした説明でございまして、実際のところ、中標津における介護

の職場においては、この５万 4000 円を中標津町を仲介としてと言うか、そういう形で既に取

得している事業所は現状あるのか、もしくはしその手続を進めているのかとか、そういうふ

うにお答えを聞きたいのですけれど。

○町民生活部長 現在もですね、加算のほうについては取得している事業者がございますので、

さらなる加算というふうに今回の補正の対応になろうかと思いますので、事業者において、
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必要な申請等を行ってまいるというふうに承知してございます。以上です。

資格取得可能な学校や分校等の誘致は検討しないのか？

○長渕委員 はい。４番、長渕です。施政方針の 11 ページになりますけれども、高齢者障害者

地域福祉の充実というところで、介護人材の確保は喫緊かつ深刻な課題というところの部分

でありまして、これをもってですね、資格取得可能な学校や分校などの誘致は検討していま

せんかという質問でございます。

○介護保険課長 介護保険課長の田中です。長渕議員の御質問について、御説明いたします。

資格取得可能な学校や分校等の誘致は検討していませんが、北海道内の既存の介護福祉専門

学校などと包括連携協定を結び、学校と連携のもと、介護分野における人材の育成確保をし

ていく方法を検討していきたいと考えております。以上です。

○長渕委員 はい。前向きに捉えているということですけれども、道内の中には介護福祉士や

保育士だとか、そういう資格が取れる学校をきちっと町で誘致してやっているところもあり

ますし、また中標津を見ますと、既存の学校や近隣の学校、釧路管内も含めてですけれども、

そういう学校でそれに近いようなところの分校だとかっていうのを検討したりしてはどうか

なというふうに思います。今後、ますます高齢化が進むわけですけれども、そんな中ですぐ

に取りかからなければ間に合わないというような状況です。また、例えば岩谷学園の日本語

学校があります。そこで学んだ方々が、昨日の町長の答弁にもありましたけれども、利害得

失はきちっとでき上がってるよということでありますけれども、せっかく学んだ生徒たちが

都会のほうに進学してしまうということがあります。そんなことも岩谷さんと、そういう福

祉関係の学校との連携を結びつけながら資格取得をして、また、中標津に働き口の糸口を捕

まえてきちっとつくって戻ってきてもらうというような仕組みというのを、まさに岩谷学園

の日本語学校だとかとうまく話し合えばできるような気がしますので、ぜひ、町長も含めて

その辺にしっかりと取組んでいただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

広陵中学校の 100 ミリ外断熱による燃料費の低減は広く広報して官民

挙げて次の改修物件をリストしていくものではないか？
○松村委員 はい。15 番、松村でございます。施政方針の 19 ページ、（5）の環境保全の推進、

衛生環境の充実というところで、ゼロカーボンシティ宣言の後の本年度において、脱炭素社

会を見据えた長期的な視点で町民意識の醸成に向けた啓発に取組むと書かれていますけれど

も、具体的な事業としては、公共施設や学校施設等の照明のＬＥＤ化に資本が予算が投じら

れているわけでございます。この３月定例会の初日に行われました補正の中で、広陵中学校

の暖房費、広陵中学校は断熱 100 ミリの長寿命化改修を行いましたけれども、その結果、あ

そこは電気暖房でございますから電気代が減るわけでございますけれども、849 万と記憶し

ていますが、それだけの減額補正がありました。これは旧と言うか仮設の校舎からの移動と

かの部分の差もあるかもしれませんけれども、非常にエネルギー消費を削減するという意味

では大きな結果が出ているのではないかと思いますけれど、まずその辺のことについて、ど

のように現状を把握してるか御説明をいただきたいのです。

○町民生活部長 ただいまの御質問に御答弁申し上げます。広陵中学校の長寿命化に係ます改

修工事でございますけれども、当部におきましてそちらの部分の詳細について把握してござ

いませんので、この場での答弁はいたしかねたいというふうに考えてございます。以上にな

ります。
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○松村委員 地球温暖化に対応するという部分が、町民生活部の所管になっていることが、こ

のような答弁をもらうことになるのか。本来ならば、ゼロカーボンシティに関して専門の部

局がもう必要なのではないか。それがないがゆえに町民生活部の中にこの質問をしなきゃな

らない。質問をすると教育委員会の所管の広陵中学校の 100 ミリの断熱については、答弁で

きないとこういう答えが返ってくるんです。中標津町全体の公共施設の断熱性能を飛躍的に

引上げていくことが、今すごく求められている中にあって、このような縦割りの状況では、

ゼロカーボンシティの実を上げていくことは極めて難しいと思わなければならない。私はそ

のように断じます。ぜひとも今後の課題として、私としては例えば今回 30 年を迎える文化会

館、つい前年も雨漏りの改修がありました。あれは根室東方沖の地震の際にコンクリートを

打設した後遺症が残ってるんですけれども、あれがこれ以上進まないようにするためには、

建物を特にそのしるべっとホールの建屋に関わる部分について十分な補強、外側からカーボ

ンファイバーによる網かけと、そして外断熱を講ずるとかそういうことをそろそろ考えねば

ならないのです。所管は教育委員会かもしれないけど、ゼロカーボンシティとしての立場を

どう発言していくか。そのことについて、ぜひとも皆様でこれから内部で議論をしていただ

きたいと思います。以上です。

どのようなことを想定しているのか？地球温暖化防止に寄与するよう

な脱炭素社会に向けた住宅等の補助金創設は？
○宗形委員 10 番、宗形一輝です。同じく 19 ページの（5）環境保全の推進、環境衛生の充実

っていうところで、今、松村委員が言われたようにほぼ同じところなんですけども、脱炭素

社会を見据えた長期的な視点で町民意識の醸成に向けた啓発に取組むと読まれました。具体

的にどのようなことを想定しているのか、まず質問したいと思います。

○町民生活部長 ただいまの御質問に御答弁申し上げます。具体的な内容についてでございま

すけれども、現在、町民生活部のほうにおきましては、各部局におきましてゼロカーボンに

向けた取組、そういったものの実態の把握ということに努めておりまして、その一覧表を作

成して庁舎内で共有しているところでございます。また町民向けに向けましては、ゼロカー

ボン、こちらのほうの宣言をしたところでございますので、そういったものが脱炭素社会に

つながっていくのかとか、そういったところについて今後、周知をしてまいりたいというふ

うに考えているところでございます。以上になります。

○宗形委員 10 番、宗形一輝です。これから部局と会議しながらどういったものに取組んでい

くのか考えていくということですけれども、やっぱりゼロカーボンシティを宣言しているっ

ていうことで、主要施策の説明の最後のほうにも地球温暖化に対する項目があって、ここに

書いてあるとおり、役場がやっていけるっていうことは、ＬＥＤ化のほうかなあというふう

には思うんですけれども、やっぱりこれ町が宣言しているということなので、町民を巻き込

んだっていうことに意識を醸成していくってことはいいことだなあと思うので、やっぱり町

民巻き込んだ形がいいかなというふうに思います。手数料条例の改正も一部ありまして、こ

こでも脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギーの消費性能を向上させるという

ことに関する法律を改正したから手数料も変わりますというようなことも書かれていて、や

っぱり建築物が一番、ＣＯ2 削減につながるということで、例えばなんですけれども、こう

いったところで町民のこれからリフォームとか改築とか新築とかあるかなと思ううんすけど、

そういうところでエコなものに入れるって言うか、設備投資をするって言うかですね、なっ

た場合に、そういう他の町では補助金とか出していますけれども、やっぱりそういった創設

とか、やっぱり取り入れていく必要があるんじゃないかなと思うんですけども、いかがでし
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ょうか。

○町民生活部長 はい。ただいまの質問に御答弁を申し上げます。補助金のお話かと思います

けれども、現在も住宅の改修につきまして耐震化ですと総務課で担当しているということが

ございます。町民生活部のほうでこの脱炭素化のほうを担当していくべきものなのか、それ

とも建設水道部のほうで担当していくのがいいのかという議論もあろうかと思います。いず

れにしましても必要なものにつきましては、検討研究を進めてまいりたいなというふうに考

えてございますので、御理解をいただければというふうに思います。以上になります。

【町民生活部】一般会計予算歳出

窓口ＤＸ推進事業

○平山委員長 はい。５番、平山光生です。主要施策番号 12 番、窓口ＤＸ推進事業についてお

伺いいたします。今回、自動証明書交付サービスつき複合機を導入するということになって

いますが、最後のほうにですね、コンビニで証明書の発行が可能であることと、その使用方

法を広く周知し住民サービスの向上に付与するとあります。今回、その複合機、またコンビ

ニ等で戸籍謄本のほうも発行できるようになってくるのでしょうか。

○戸籍住民係長 はい。住民保険課戸籍住民係長の中山でございます。ただいまの平山委員長

の御質問にお答えいたします。現在コンビニ交付に対応しておりますのは、住民票の写しと

印鑑登録証明書のみとなっておりまして、住民の利便性向上のため、将来的には戸籍謄本等

をはじめとした、その他証明機能の拡充を検討しているところでございます。現在、中標津

町が導入している戸籍総合システムのベンダーである富士フイルムシステムサービスに聞き

取りを行ったところ、現在のコンビニ交付サービスの基幹部となっております自治体基盤ク

ラウドシステム、略称でＢＣＬと申しますけれども、こちらにつきましては戸籍謄本の交付

機能に対応しておらず、独自にシステム構築が必要になるということでありました。このこ

とについては、既に戸籍謄本のコンビニ交付を開始しております根室市にも聞き取りを行っ

ており、初期導入費用で 1500 万円、年間の保守費等で 350 万円程度の支出が発生していると

いうことでございました。加えてこれらの経費は新しい地方経済生活環境創生交付金などの

補助対象と現在なっていないため、直ちに導入するためには一般財源等からの支出となるも

のと想定されます。つきましては、今後の国等の補助事業の動向、今後も注視しつつ、住民

ニーズにかなう形で、優先順位をつけながらコンビニ交付の機能の拡充を図っていきたいと

考えております。以上でございます。

照明灯ＬＥＤ化整備事業

○武田委員 １番、武田開人です。主要施策ナンバー16 番、照明灯ＬＥＤ化整備事業について

質問させていただきます。補足説明資料８ページの中で２番事業内容によると、令和７年令

和８年度で既にＬＥＤ化された照明を除いて 1100 灯の交換を見込んでいるというところで

書かれています。ただ一方でその下のほう、下段に備考としてですね、読み進めていくと事

業を実施しながら１灯でも早くＬＥＤ化に向けて柔軟に進めていきますとあります。この事

業に関しては、令和７年８年で全て対象となっている町民生活部さんで所管されている照明

については、全てＬＥＤ化完了するということでよろしいでしょうか。

○交通町民相談係長 はい。交通町民相談係長の遠藤です。ただいまの武田委員の御質問にお
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答えいたします。生活課では令和６年度より住宅街や商店街に設置をされております防犯灯

及び商工等のＬＥＤ化工事、こちらを進めてございますが、令和８年度の工事完了を予定し

ているところでございます。以上です。

○武田委員 再質問させていただきます。今ここに書かれている防犯灯や商工灯以外のもので、

町民生活部として管理している物件等で、照明ＬＥＤ化がされていないようなものというの

は、もう令和８年度以降残らないということでよろしいでしょうか。

○交通町民相談係長 はい。交通町民相談係長の遠藤です。ただいまの武田委員の御質問にお

答えいたします。生活課で所管しております照明につきましては、こちらに紹介しておりま

す防犯灯及び商工灯以外にも、主に郊外に設置されております交通安全灯がございますが、

対象となる灯数が膨大でありまして、今後、ＬＥＤ化工事の過程において調査が必要なもの

も発生する可能性もございますが、そういった際には、令和８年度の工事完了後も個別に対

応してまいります。以上となります。

○武田委員 再質問させていただきます。この照明に関しては、補足説明資料上段、１概要に

も書かれているように水銀灯やナトリウム灯が生産終了となるというところで、これの生産

終了が 2027 年というふうに言われていますが、令和９年となると 2027 年、まさに生産が終

了されてしまうところにはなりますが、それ以降にＬＥＤ化されていない照明が残っていた

場合、電球が切れたりして交換できないようなことになるという可能性はないでしょうか。

○生活課長 生活課長の田中でございます。ただいまの武田委員の御質問にお答えいたします。

水銀灯ナトリウムの生産終了の件で、御心配された質問かと認識しておりますが、もちろん

生産を終了いたしますが、使われている電球というのは、やはりまだ切れていないもの、そ

ういったものをうまく再利用、工事の際に捨ててしまうのではなくて、一定程度、200 ワッ

トですとか 250 ワットですとか、いろんな規格ございますけれども、大量にはちょっと保管

できませんが、幾つか主に使われているような水銀灯を一部保管しつつ、それをまた切れた

際には、今８年、９年の話が出ましたが、対応可能かなというふうに考えておりますので、

町民の皆様に御迷惑かかることは基本的にはないかなというふうに考えております。以上で

す。

生活バス等運行事業

○佐久間委員 はい。８番、佐久間ふみ子でございます。主要施策 39 番、生活バス等運行事業

について質問をいたします。11 月の常任委員会で市内線のバス停について質疑をして、バス

停が片側しかないところがあるということで、実際に走って新設の必要性を判断していくと

の説明がありました。事業スケジュールでは、令和７年度 10 月からの実証運行に向けて動き

出すということですが、高齢者や身体の不自由な方が利用しやすいように、バス停とバス停

の間隔を短くして利便性の向上を図るということは、どのように考えていますか。

○交通町民相談係長 はい。交通町民相談係長の遠藤です。ただいまの佐久間委員の御質問に

お答えいたします。中標津町内を運行しておりますバス路線は、町営バス３路線と阿寒バス

株式会社が運行しております中標津市内線がございますが、利便性向上のため路線の再編に

ついて協議をしておりまして、ただいまの御質問のとおり、令和７年 10 月からの実証運行開

始を予定をしているところでございます。バス停につきましては、現在のバス路線を軸とし

ておりまして、よりきめ細かく市街地を運行する形を想定しており、現在中標津町地域公共

交通活性化協議会にて協議をしているところでございます。バス停の場所等につきましては、

協議会の中で協議をして検討しているところでございますが、現在のバス停よりも間隔を短
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くしたりですとか、現在設置されていない部分にも新設等を行う予定となっているところで

ございます。また、片側しかバス停がないですとか、道路をわたって乗り降りすることのな

いような形で、利便性のある形での乗降できるような形で考えているところでございます。

以上でございます。

○佐久間委員 ８番、佐久間ふみ子でございます。再質問させていただきます。事業スケジュ

ールのほうなんですけれども、町民との意見交換もこれから４月からのスケジュールの中に

入っています。この意見交換はどのような形で開催をする予定でしょうか。

○交通町民相談係長 交通町民相談係長の遠藤です。ただいまの佐久間委員の御質問にお答え

いたします。スケジュールに記載をしております住民説明会、こちらにつきましてですが、

具体的な日程等はまだ決定をしておりませんが、実際に実証運行を開始するのが令和７年 10

月からというところでございますので、あまり周知の遅くならないようにという部分で、例

えばですけれども７月、８月、夏頃の開催を考えているところでございます。説明会の形式

ですけれども、まだ詳細な部分、内容等まだこれからでございますが、町内の何か所か、数

か所ですね、会場のほうを設けさせていただいて、説明会を実施させていただきたいと考え

ております。以上です。

〇佐久間委員 はい。８番、佐久間ふみ子でございます。再質問させていただきます。まだど

ういう形でするかはこれから協議していくということでございましたけれども、先月、視察

に行った美幌町では、路線、やっぱり路線バスの大幅な見直しをしているということで、こ

こでは申込みバスというものを導入して、路線バスの他に申込みバスを導入して、バス停を

ですね、本当に先ほどもお話ししていましたとおり増設して、美幌町では 200 メートルに一

つ、バス停があるように、そういう増設をしているということもありました。また、導入時

にも周知もそうですし、パンフレットとか全戸配布したりとか、説明会ににおいては、自治

会、町内会とか老人クラブなど 18 回開催しましたというお話も聞いて来ました。やはり細や

かな、町民、利用者に寄り添ったやっぱり細やかな説明も本当に大事だなと思いますので、

その辺はこれから協議していくということですけれども、その辺も鑑みて、よく検討して協

議していただきたいと思います。質問になってなくてすみません。

○生活課長 生活課長の田中でございます。ただいまの質問にお答えいたします。佐久間委員

御指摘のとおりですね、できるだけ町民の方に分かりやすく説明をして、実証運行に入って

いきたいと思っております。時間の限られておりますので、その中でどのようにやっていく

のか、最大限努力していきたいと思っております。ただ、実証運行、10 月から始まったとて、

それが確定されるもの、あるいはその正解かどうかっていうのは、我々もやってみないと分

からない部分正直ございます。実証運行をやった上で、いろいろとそこを分析いたしまして、

また修正をしていったり、いい形のものにしていきたいというふうにも思っておりますので、

実証運行、10 月１日でもう全て終わるということではございませんので、今の御指摘の部分

を含めて引き続き、そこは再編まで進めていきたいと思っておりますので、よろしくお願い

します。

生活バス等運行事業

○武田委員 １番、武田開人です。今と同じ主要施策ナンバー39 番、生活バス等運行事業につ

いて質問させていただきます。今の御答弁の中でもありましたが、実証運行が始まるという

ところになっていますが、令和６年からの予算で見ますと、令和７年度で若干の減額になっ

ています。実証運行を行うに当たってその分の経費もかかってくるかと思いますが、こうい
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ったところで予算減となった要因は何でしょうか。

○交通町民相談係長 交通町民相談係長の遠藤です。ただいまの武田委員の御質問にお答えい

たします。生活バス等運行事業経費についてですが、こちらの経費は主に町営バスの運行に

係る経費や、バス路線の維持に係る負担金について計上しているものでございます。令和７

年度予算額減の要因についてですが、広域路線を運行しております阿寒バス株式会社のバス

車両更新費用について、別海町、標津町及び当町の３町で負担をしておりますが、令和６年

度につきましてはバス車両１台の更新がございましたが、令和７年度につきましては車両更

新の予定がないことから、その部分が減額となっているものでございます。なお、次回の車

両更新につきましては令和 10 年度の予定となっております。また、ただいま御質問いただき

ました、実証運行に係る経費につきましては、路線再編に伴う交通マップの作成、チラシの

印刷ですとか、バス停留所の設置等がございますが、可能な限り費用が生じない方法で実証

運行に進めていくこととして、現在検討しているところでございまして、今回の令和７年度

当初予算には含めておりません。実証運行の結果を踏まえて、適宜調整等を行いまして、本

格的な最終的な本格運行へとつなげていくこととして考えているところでございます。以上

でございます。

全町内会連合会活動推進事業

○平山委員長 はい。５番、平山光生です。主要施策ナンバー43 番、全町内会連合会活動推進

事業についてお伺いします。町内会活動推進というふう摘要欄にございますが、具体的にど

のようなことを検討されているのでしょうか。

○交通町民相談係長 交通町民相談係長の遠藤です。ただいまの平山委員の御質問にお答えい

たします。全町内会連合会活動推進事業についてでございますが、こちらの経費につきまし

ては、全町内会連合会の活動に係る経費に対して町として補助を行っているところでござい

ます。令和７年度の予算額につきましては、前年度と比べまして 33 万 7000 円の増額となっ

ておりまして、主な要因としましては印刷費等の高騰によります全町内会連合会が発行して

おります広報誌であります全町連だよりや、総会等の各種会議における資料の印刷費用の増

となっております。町内会活動推進に向けた取組の部分でございますけれども、加入率向上

に向けた取組としまして、町内会の加入促進及びＰＲを図るためののぼり旗、こちらを 150

セット製作をしまして、市街地町内会及び計根別地区町内会への配付を行っているところで

ございます。こちらにつきましては、現在のところ約半数の町内会へ配付をしているところ

でございます。以上です。

〇平山委員長 はい。再質問させていただきます。ということは、今回この町内予算にはのぼ

りの旗は含まれていないということでよろしいですか。

〇交通町民相談係長 交通町民相談係長の遠藤です。ただいまの平山委員長の質問にお答えい

たします。ただいまの御指摘のとおり、令和７年度予算におきましては、こちらのぼり旗の

印刷費用は含まれておりません。令和６年度予算において制作を行い配付を行っているもの

になります。以上です。

介護人材確保育成支援事業

○平山委員長 はい。５番、平山光生です。主要施策ナンバー67 番、介護人材確保育成支援事

業について質問させていただきます。今回、支援の項目、補助対象研修及び対象経費の項目
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が増えているように思いますが、この項目については現場の声が反映された研修項目となっ

ているのでしょうか。

○介護保険係長 介護保険課介護保険係長の我妻です。ただいまの平山委員長の御質問にお答

えします。新しく追加されたということで、主要施策の補足説明資料の１予算科目の上から

２番目、新規事業の関係という御質問だと認識してよろしいでしょうか。はい。こちらにつ

きましては、中標津町内の介護サービス事業所で構成される中標津町介護保険事業者協議会

からの要請のあった全ての資格に係る研修等を対象として、新規事業として実施を予定して

いるものでございます。

〇平山委員長 はい。再質問させていただきます。要請のあった項目でということですが、こ

の人数の算出についても、おおむねその要請のあった人数に従って配分されたということで

合っていますか。

○介護保険係長 介護保険課介護保険係長の我妻です。ただいま平山委員長の御質問にお答え

いたします。今回予算計上するに当たりまして、町内介護サービス事業所へ対象者の見込み

の調査を実施しておりまして、その調査結果をもとに算出をしてございます。以上です。

〇平山委員長 はい。質問させていただきます。また別の話なんです。違う点ですね。以前、

就業までの調査を行っていますかというふうに質問したことがあったんですが、就業までの

調査はしていませんということでした。今回の予算については、研修を受けた方に対して、

また新規ですね、初任者研修等あると思うんですけど、研修を受けた方が就職に至ったかと

いう調査は行われるのでしょうか。

○介護保険係長 介護保険課介護保険係長の我妻です。ただいまの平山委員長の御質問にお答

えいたします。毎年、町内介護サービス事業所へ介護人材確保に関するアンケート調査とい

うものを実施してございまして、令和７年度においても同様のアンケート調査を実施する予

定でございます。その際に、中標津町が実施した介護職員初任者研修を受講し就業した方を

御報告いただく項目を追加する予定でございます。以上です。

外国人介護人材確保補助事業

○江口委員 はい。11 番、江口智子でございます。主要施策番号 68 番、外国人介護人材確保

補助事業について質問をいたします。昨日、経済部との質疑により、介護人材等の開拓につ

いてはベトナム等も含めて行って来るというふうなことで聞いておりますが、また、昨年キ

ルギス、インドネシアから送り出し機関を招聘して、町内において意見交換をした際にも、

介護施設の方が出席をされていましたというふうに伺っておりますが、この外国人材を雇用

するに当たりましては、町がそういった送り出し機関と事業所とのマッチングをしていくと

いう捉え方でよろしいのでしょうか。

○介護保険係長 介護保険課介護保険係長の我妻です。ただいまの江口委員の御質問にお答え

いたします。中標津町として、送り出し機関や監理団体をあっせんするということは考えて

ございません。しかし、経済部の外国人誘致等の事業において、現地送り出し機関や日本側

の監理団体、登録支援機関との関係性の構築を進めておりますので、介護サービス事業所か

ら相談があった際には、経済部と連携を取りながら情報提供等の実施を考えてございます。

以上です。

〇江口委員 はい。11 番、江口智子でございます。送り出し機関によっても、費用が非常に高

額な酪農関連の人材派遣においては、そのようなばらつきがあるというふうに聞いています

し、町として、その送り出し機関にパイプがあるのであれば、そういったところを優先的に
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紹介をしてあげたほうが良いのではないかと思うんですが、この支援をする項目のうち、初

期費用、入国前費用、入国後費用と３点掲載されておりますが、それぞれ平均的な費用、ど

のぐらいと考えてこの予算となっているのか、その根拠について教えていただきたいと思い

ます。

○介護保険係長 介護保険課介護保険係長の我妻です。ただいまの江口委員の御質問にお答え

いたします。外国人人材を雇用する際の初期費用に関しての御質問かと思いますが、送り出

し機関等によって金額というのは変わってございますが、おおむね 100 万円を超える金額と

いうふうに認識をしてございます。以上です。

〇江口委員 はい。今の 100 万というのは、初期費用及び入国前費用ということですか。はい。

であれば、入国後費用も毎月契約料のようなものを払わなければいけないと思うんですが、

これについても大体どのくらいを計算式は見て分かるんですけれども、これが平均的な費用

という見込みで、この計算になっているということでしょうか。

○介護保険係長 介護保険課介護保険係長の我妻です。ただいまの江口委員の御質問にお答え

をいたします。令和７年度の予算の計上につきましては、既に町内の介護サービス事業所で

外国人材を雇用している事業所がございますので、そちらのほうに費用の聞き取りをしまし

て、そっから算出をしてございます。以上です。

外国人介護人材確保補助事業

○髙橋委員 はい。12 番、髙橋善貞です。同じく主要施策番号の 68 番、外国人介護人材確保

補助事業について質問させていただきます。非常に分かりづらい経費なんですが、この補足

説明資料の 34 ページの４の歳出予算で、１年目の経費を 100 万円。これに対する歳出先って

いうのは、ここの文章で書かれている中では、どうも分からないのが監理団体っていうのが

いるんですよね。それと登録支援機関っていうのもいます。人材紹介業者っていうのもいる

んです。この３者に、今の江口議員の説明でもよく分からなかったんですけれど、この３者

がどのように関わってきて、経費についても人材紹介手数料は、初期入国前入国後に分かれ

ているっていうこの人材紹介手数料なのか支援委託手数料だとか、分からない用語がいっぱ

い入っているんですが、その辺、100 万円の支出先と２年目の経費 36 万の支出先について教

えてもらえますか。

○介護保険係長 介護保険課介護保険係長の我妻です。ただいまの髙橋委員の御質問にお答え

をいたします。まず１年目経費になりますけれども、こちらにつきましては町内の介護サー

ビス事業所が、外国人材の紹介を受けて生じる手数料ですとか、もろもろ掛かるものを総額、

全てを対象としてございまして、生じる経費全てを対象として、そのうち２分の１、補助上

限額 50 万円を補助するものでございます。また２年目の経費につきましては、介護サービス

事業所が、監理団体に支払う経費を対象としてございます。以上です。

〇髙橋委員 12 番、髙橋善貞です。経費として介護事業者に支払う。それは 100 万円掛かるう

ちの２分の１支払うというのは、これ見て理解できるんですけど、２年目以降は監理団体だ

けに支払うという理解でいいんですか。

○介護保険係長 介護保険課介護保険係長の我妻です。ただいまの髙橋委員の御質問にお答え

します。基本的にはですね、現在想定している補助対象経費というものがですね、人材紹介

業者から紹介を受けて雇用した際に生じる経費というものを想定してございまして、監理団

体に支払う経費以外にもですね、外国人人材を雇用した際に生じる経費があれば対象とする

ことも考えられるのではないかと考えてございます。以上です。
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○髙橋委員 12 番、髙橋善貞です。雇用した際に生じる経費、非常に漠然としているんですけ

れど、これは介護事業者がどこに支払うんですかって、私さっきから聞いてるんですけど。

その経費は雇用した団体が受け取って、全部トータルしてもっているって言ったらおかしい

んですけど、監理団体に支払うのは下の 36 万円で、上のほうの払い先が今言った３つの団体

のうちどこなんですか。監理団体なんですか、登録支援機関なんですか、人材紹介業者なん

ですか。どこですか。

○介護保険課長 ただいまの質問にお答えいたします。経費の支出先ですが、１年目経費につ

いては登録支援機関及び監理団体となります。２年目以降の経費については監理団体に係る

経費になりますが、両方とも支出するものは各団体に直接ではなく、介護事業所の負担とな

りますので、その経費分を介護事業所へ負担するものでございます。以上です。

○髙橋委員 時間がないのでちょっと違う質問にします。すみません。私は理解できないんで

すけど、今の。だとしたら、ここに補助金として２分の１を補助したいんだっていうふうに

書いてるんですけど、じゃあここに町がこの介護の事業者に対して、その必要経費の２分の

１を支払いました。あとの２分の１っていうのは、この雇用された外国人が自分の財布って

言ったらちょっと言い方おかしいですけど、自分の報酬の中から、あと２分の１をこの介護

の事業者に支払うということですか。

○介護保険課長 介護保険課長の田中です。ただいまの再質問についてお答えいたします。掛

かった経費の２分の１を町が補助し、残りの２分の１は各事業所の負担となります。以上で

す。

○髙橋委員 ということは、このいろいろな団体と言ったらちょっと語弊ありますけど、監理

団体だとか登録支援機関だとか人材紹介業者とかいっぱいあって、しかもその手数料、人材

紹介手数料、支援委託手数料、それも初期入国後、入国前、これに掛かるお金は一切雇用さ

れる外国人から負担していただかないという整理でいいんですね。

○介護保険課長 介護保険課長の田中です。ただいまの再質問についてお答えいたします。介

護事業所で働く外国人材の方が当町に来て、働いてから個人でこういう監理団体等に支払う

ものはないことになっております。あと、入国前に自分の本国で負担してる部分はあるかと

思いますが、その詳細はちょっとまだ把握はできておりません。以上です。

外国人介護人材確保補助事業

○宗形委員 10 番、宗形一輝です。同じく主要施策ナンバー68 番、外国人介護人材確保補助事

業をということで、ちなみにこの補助を見込む事業者数っていうか、これ人数が１名５名と、

２年目は８名と書かれてますけど、事業者数を教えてください。

○介護保険係長 介護保険課介護保険係長の我妻です。ただいまの宗形委員の御質問にお答え

いたします。１年目経費分については事業者数は見込んでございませんが、令和６年度中の

外国人材の雇用状況や介護人材の不足の状況を勘案いたしまして、中標津町全体として、５

名を見込んだところでございます。また、２年目以降の経費につきましては、現在、外国人

職員が従事している事業所を見込んでございます。以上です。

○宗形委員 １年目、もう一度お願いしていいですか。

○介護保険係長 １年目は事業所というのは見込んではございませんが、人数として５名とな

ってございます。

〇宗形委員 10 番、宗形一輝です。再質問させていただきます。事業所が介護だけで 34 事業

所全体であるということで、これ前回、先月の委員会でもちょっとお聞きしたんですけれど
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も、34 事業所あって協議会の中でこうしてほしいという要望がお話があって、町との協議が

あって、この事業が成り立っているのですよね。ということは、前提として外国人を受け入

れたいっていう考え方なのか、それとも一部の事業者、今２年目２事業者って答弁いただき

ましたけれども、２事業者がやっぱり欲しいからやっていくっていう考え方なのか、どちら

なんでしょうか。

○介護保険係長 介護保険課介護保険係長の我妻です。ただいまの再質問にお答えいたします。

基本的に外国人人材が雇用する介護サービス事業所というのが、基本的には施設系の事業所

になってございまして、現在各施設の中でも人材が不足している状況でありますことから、

協議会としての要望として、外国人材の補助の要望をいただいたところでございます。また、

２年目以降の経費の２事業所につきましては、２年目以降の経費になりますので、既に令和

６年度中に既にもう雇用されている方の補助になりますので、２事業所ということになって

ございます。今後、この事業が継続して実施されればですね、２年目経費以降の対象事業者

についても、増えていくのかなというふうに思ってございます。以上です。

○宗形委員 はい。10 番、宗形一輝です。それにしては１年目、５名っていう計算はちょっと

少ないんじゃないかなと思います。実際、先ほどの話だと２月の委員会、文教厚生常任委員

会の委員会の中では、やっぱり介護人材が足りないというので、例えば訪問介護とか閉鎖し

ていくところもあるというようなお話を伺ってます。やっぱり介護人材が少ないからやっぱ

り入れなきゃいけないというお話ですけれども、もともとはやっぱり部長の答弁にもありま

した中で、やっぱり給料がやっぱりあまり高くないっていうので離れていってしまうってい

うのがあるんですけれども、やっぱり外国人を入れるに当たっても、やっぱり給料が低いと、

やっぱり手取りが少ないと入って来ないと思うんです。選んでくれないって言ったほうがい

いかもしれないですけども、やっぱり日本全国で介護人材が足りなくて入ってきたいって、

稼ぎたい事業所もいっぱいある中で、やっぱりそこが出発点だと思うんです。その中で外国

人材入れて、中標津町はやっていきたいというのは分かるんですけれども、問題の起点が多

分そこだと思うんですけれども、やっぱりその給料が少ないと外国人も来ないかと思うんで

すけれども、その辺り今年５名来て来年８名、居続けてくれるっていう根拠はあるんでしょ

うか。

○町民生活部長 はい。ただいまの御質問に御答弁を申し上げます。外国人材の給料について

でございますけれども、施設に雇用するに当たりまして、日本人と外国人の給料の差という

のはございません。あくまでもこの事業につきましては、外国人を受け入れるに当たって、

そこで発生する手数料に対する補助という認識でございます。一般の会社でも、人材派遣会

社から派遣をいただいた際には、手数料が発生すると思われますけれども、同じものである

というふうに認識しております。それと確かに都会のほうでは、給与のほうがそれぞれの事

業所において高いという現実がございますので、今後どういった支援が必要になってくるの

か、この人数で足りるのかっていうのは、今後の議論になってこようかと思います。現実に

今まで日本人だけで対応できておりましたりんどう園につきましては、もう既に動き出して

おりまして、外国人の人材を登用していくというようなことでお話も伺っておりますけれど

も、当初見込み何人来るかというのが分からない中での予算計上ということを御理解いただ

ければというふうに思います。今後必要になってくれば、その都度、対応を検討してまいり

たいというふうに考えてございますので、御理解賜りたいと思います。以上になります。
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成年後見事業

○宗形委員 10 番、宗形一輝です。70 番、成年後見事業ということで、今年から中核機関を創

設するということで、資料上がっていました。そこで質問なんですけれども、これ町単体で

行われる事業ですか。ちょっと設立までの経緯も含めて教えていただきたいんですけれども。

○介護支援係長 はい。介護支援係長下栃棚です。宗形委員の御質問について御説明申し上げ

ます。これは中標津町単体の事業になります。経過ですけれども、中核機関設置について当

初設置に向けて単独で設置か広域での設置か、振興局ですとか道社協の勉強会ですとか、近

隣市町村との意見交換会など検討を重ねてまいりました。４町での広域という話もあったん

ですけれども、早いうちにですね、別海町が別海町社協に単独設置を決めたという経過があ

りまして、本町においても、既に成年後見支援センターを町社会福祉協議会に委託している

という経緯もありまして、社会福祉協議会と中核機関となる場合の業務の精査等、検討会を

重ねて単独設置となった経過があります。説明は以上でございます。

〇宗形委員 はい。10 番、宗形一輝です。僕これ令和３年度、４年半前なんですけれども一般

質問をさせていただきました。町長答弁の中で、広域的な調整していくっていうことと、後

見ネット道東さんのほうに現在は調整しているからっていうことで、お話されていたかなと

いうふうに記憶しております。その辺りってなぜ社会福祉協議会の委託になったのか、ちょ

っと教えていただいてもいいですか。

○介護支援係長 はい。先ほども申し上げましたが、別海町が単独設置と決まったのが、たし

か令和４年度開始で別海町社協さんのほうに単独設置ということになりました。その後も勉

強会や近隣市町村の動きっていうのも意見交換会等参加しながら話はしていたんですけれど

も、羅臼町・標津町・中標津町の３町での広域設置というのはなかなか現実的ではないんじ

ゃないかっていうところもありまして、うちの社会福祉協議会と検討を重ねた結果、単独設

置ということになった経過であります。説明は以上でございます。

○宗形委員 10 番、宗形一輝です。再質問させていただきます。後見ネット道東さん、最初の

頃調整していくというお話でしたけども、その後も調整されて意見交換等されていますでし

ょうか。

○介護支援係長 はい。介護支援係長下栃棚です。宗形委員の再質問に御説明申し上げます。

令和４年度の段階では道東ネットさんとの広域でのっていうことは、まだ検討の中では議論

に上がっていたかと記憶しています。ただその後に標津町さんの動きですとか羅臼町さんの

動きもありまして、ちょっと詳しい経過が、そこで３町で広域でっていうのはできないって

なった判断はちょっと覚えていないんですけれども、町社協と単独でできるんじゃないかと

いう議論が出てきて、検討の結果単独設置となったという経過になります。説明は以上でご

ざいます。

○宗形委員 10 番、宗形一輝です。はい。分かりました。中核機関って基本的に大きい町だと、

10 万人ぐらいの町だと１市で一都市で事業所を設けるっていうのは、後見人の数でいいかな

と思うんですけれども、中標津町単体でっていうレベルなので、やっぱりなぜ最初の一般質

問のときに広域っていうのを、この１市４町なり４町なりっていうのを提案させていただい

たかというと、やっぱり１町だとそんなにばかみたいに後見人の数は多くないわけですよね。

それで弁護士、司法書士なり、金融機関、警察、町へ、他道とか、たくさんの人を入れてお

話しなければならないというのは、大変だから広域にしたほうがいいっていうようなお話で

した。別海町さんは先に社協でやられるっていうことは知っていたんですけれども、やっぱ

りこれ一単体でやるとなると、やっぱりこれだけの 1690 万ちょいくらいの経費になってし
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まうんです。いやだから、１市４町でやって経費分担っていうかね、すればもっと安くでき

たんじゃないか。もうちょっと話し合する余地があったんではないかと思うんですけども、

なぜ単体なのかってのが、やっぱり経費面見るっていう点とあと広域的にやるメリットって

いうのが、ちょっと分からないんです。その辺りどのように考えていますでしょうか。

○介護保険課長 はい。介護保険課長の田中です。先ほどの係長の説明にもありましたが、当

初は管内１市４町でということで進めており、私どもも管内１市４町でやるんであれば、メ

リットはあるかと思っておりましたが、先ほど言ったように別海町が単独で立ち上げてしま

いましたので、ちょっと広域化のメリットっていうものが見つけられず、単独実施という判

断をいたしました。以上です。

医療的ケア児支援事業（令和６年度終了）

○佐久間委員 はい。８番、佐久間ふみ子でございます。主要施策の米印で、医療的ケア児の

支援事業についてなんですけれども、事業が終了ということで、該当者がいないということ

なのかなと思いますが、今後ですね、医療的ケアを必要とする対象者が転入またはあらわれ

た場合の支援体制はどうなりますか。お聞きします。

○障がい福祉係長 障がい福祉係長の澁木でございます。ただいまの佐久間委員の御質問にお

答えをいたします。令和４年度から町立中標津保育園におきまして、２名の医療的ケア児の

保育を行ってきたところでございますが、この３月をもって両名ともに卒園となり、本事業

は一旦終了となります。しかし、これまで培われたノウハウの蓄積や医療的ケア委員会の設

置、またガイドラインの策定など、受け入れに向けた土台はでき上がったものと認識をして

おります。今後、対象となるお子さんがいらっしゃった際は、看護師などのスタッフの確保

をはじめ、主治医の先生や町立病院、小児科との連携を図りながら、集団保育が可能かどう

か検討をした上で、改めて受け入れ体制を構築する考えでございます。以上でございます。

老人福祉居宅介護事業

〇平山委員長 はい。５番、平山光生です。主要施策番号 72 番、老人福祉居宅介護事業につい

て伺います。人員不足ですね、訪問介護等を閉鎖する事業所がある中人員確保の観点で、安

定した事業実施は可能なのか、計画についてお伺いします。

○社会福祉係長 福祉課社会福祉係長の篠永です。ただいまの平山委員長の御質問にお答えい

たします。老人福祉居宅介護事業につきましては、社会福祉協議会が実施する居宅介護事業、

訪問入浴事業及び町内での需要の高まりから、町社協に対し事業開始を要請しております訪

問介護事業の赤字補填を行うものでございまして、安定して事業を実施するために行ってい

るものでございます。補助対象経費の大多数を占めているのが人件費でありまして、見込ま

れる収入から支出を差し引いた金額を補助しております。これからも町社協が安定した事業

が実施できるように、町としても補助を行っていく考えでございます。以上でございます。

○平山委員長 再質問させていただきます。新たに人員を増やす、増やせる予算にならないと

いうことでよろしいでしょうか。人員が増える予定はない。訪問介護に伺う。

○社会福祉係長 はい。社会福祉係長の篠永です。あくまでもこの事業は町社協に対する補助

でありますので、人員の確保という部分につきましては、町社協で行うものではございます

が、まず訪問介護の部分につきましては、事業所の指定を取るために必要な人員というもの

を、まず社協で確保をして、そこから事業を開始します。その後、ヘルパーさんですとか、
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いろいろな方を募って、また拡大していくということでございますので、まずは始めるため

の経費の部分が多くなっているかなと思います。以上です。

子どものための教育・保育事業

〇平山委員長 はい。５番、平山光生です。施策番号 78 番、子どものための教育・保育事業に

ついて伺います。保育者の登録時の有資格の確認の方法というのは、どのように行うのでし

ょうか。

○保育給付係長 はい。保育給付係長の石井です。ただいまの平山委員長の御質問に答弁申し

上げます。こちらの登録につきましては、保育士の人材バンクの御質問でよろしいでしょう

か。はい。こちらの人材バンクの登録希望者に対しましては、登録時の申込みにおきまして、

保育士であったり幼稚園教諭の免許の写しを提示していただくということで確認を考えてお

ります。以上です。

○平山委員長 再質問させていただきます。この登録時のアンケートというか記載する項目に

上げるということですが、その登録に至る潜在保育士さんとかの探す手段といいますか、そ

ういったものはどのように考えているのですか。自ら行かなければいけないということでし

ょうか。

○保育給付係長 はい。保育給付係長の石井です。ただいまの平山委員長の御質問に答弁申し

上げます。町におきまして町内に在住する有資格者の情報を確認するというすべがないもの

ですから、就労希望される有資格者が自ら登録をしていただくっていうことを想定しており

ます。

○平山委員長 はい。再質問させていただきます。自ら登録するということですが、そもそも

離職になった原因の把握で復職するには何が求められるのかという点を把握しておかないと、

情報提供の際にずれが生じてくるのかなと思うんですが、その辺の把握についてはどのよう

に考えているのでしょうか。

○保育給付係長 はい。保育給付係長の石井です。ただいまの平山委員長の再質問に答弁申し

上げます。有資格者が就労されていた施設の退職した理由というのは様々あるかと思います。

育児であったり親の介護でやむなく退職された場合もありますし、またはその他の理由で退

職される方も当然想定されると思います。希望者がですね、登録をされるときに就労を希望

する理由であるとか、就労希望施設というところも申込みにおいて確認するというのは当然

でございますけれども、当時、退職した理由というところにつきましても、窓口などにおい

て聞き取りを行ってですね、例えばこの施設には希望しない、したくないっていう方も当然

いらっしゃると思います。そういったニーズをきちんと聞き取りながらですね、各施設との

マッチングって言うんでしょうか。情報提供につなげていきたいと考えておりますので御理

解いただきたいと存じます。

子どものための教育・保育事業

○松村委員 はい。15 番、松村でございます。78 番、子どものための教育・保育事業の保育士

人材バンクについて、重ねて質問をいたします。ただいまの委員長の質問のやりとりの中で、

離職原因の把握ということが一つの例として挙がっていましたけれども、今般、保育士人材

バンク事業という部分を新たに創設して、この事業を始めるということはすごく評価したい

と思います。逆説的に言えば、こういう部分がなかったから、機能してなかったから、うま
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くいかなかったのではないかという反省に立った部分においては、これを高く評価したいと

思います。しかしながら主要施策補足説明資料の 39 ページの中段から、新規事業として保育

士等人材バンク事業といって、そのイメージフローの状況などの絵も書かれています。一番

私がぱーっと読んでいって問題だと思うのは、一番最後の下段の米印、就労希望者の情報収

集と情報提供を目的としており、町が具体的な就労相談やあっせんは行わないというふうに

活字になって記述されています。先ほどの委員長の質問の趣旨、それから例えば資格登録者

がどこかの保育所等に就職しようと思うときに、中標津町の担当から紹介があるのとないの

では、今後勤めたときに違ってくるとは思いませんか。事業所のほうは中標津町から紹介を

されたという自覚が出るでしょうし、勤める人も中標津町から紹介されて保育所に勤めてい

るという部分。それは様々な問題があった場合においても、それを解決するために中標津町

がそこに主体的に介在したということは、とても大きな意味を持つんだと私は思います。そ

れは何を言いたいかというと、現状、この組立てたバンク事業というのは、実際は保育士等

人材情報ストックポイントのレベルではないのかって言いたいのです。バンクというのは、

銀行ですよね。銀行における一番大切な業務というのは相談業務なんです。通常借入れをし

て予定の期日にそのお金を払っていくことができないような場合、その経営を、もしくは生

活をどのように改善して、何とかそれを払っていくのを一緒に相談するみたいなのがバンク

の一番大切な役割。相談業務、この相談業務を行わない、就労相談やあっせんは行わないと

言いながらも、実際にはそこに踏み、先ほどの答弁でも一部踏み込まざるを得ない。この部

分についてはよく考えていただきたいのです。この就労相談やあっせんこそが、この人材バ

ンク事業を軌道に乗せて、人情味ある血の通う行政のありようではないかと思いますけど、

いかがでしょうか。

〇町民生活部長 はい。ただいまの御質問に御答弁を申し上げます。この人材バンク事業でご

ざいますけれども、マッチングを図るというのが大きな目的となってございます。松村委員

のおっしゃるあっせんをするというのは、法に抵触する恐れがございますので、そこまで踏

み込んだ内容での町の支援というのは、今のところ考えてございません。あくまでも保育所

での就職を希望する方を登録して、こういう方が登録していますよ、どうですかというよう

なことで保育園への支援をしてまいりたいというふうに考えてございますので、御理解を賜

りたいと存じます。以上です。

○松村委員 はい。おっしゃっていることは、いわゆる職業あっせんの部分ということになる

かもしれませんけれども、片方で今私が問題提起したことは具体的に様々な場面で浮上して

くると思います。ぜひその辺を認識した上で、しっかり対応していただきたいと思います。

以上です。

子どものための教育・保育事業

○宗形委員 はい。10 番、宗形一輝です。同じく 78 番、子どものための教育・保育事業とい

うことで、入園のちょっと要件についてちょっと確認させていただければなというふうに思

います。ここでゼロ歳から２歳児まで、町の単独事業ということで新たに半額、２歳以降は

無償ということで、３歳からは国の制度で無償ということでしたけれども、子どもを預けら

れるやっぱり要件としてはやっぱり仕事をしている、両親が仕事しているということと、ま

ずそこを確認したいのと、町民から町立保育園だったんですけど、４歳児以降、預けるに当

たってちょっと保育料が発生するっていうようなお話を聞きましたけれども、ちょっとここ

に書かれていないので、お伺いしたいと思います。
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○保育給付係長 はい。保育給付係長の石井です。ただいまの宗形委員の質問に答弁申し上げ

ます。このたびの保育料の負担軽減制度の導入に伴いまして、保育料の保育の要件の見直し

っていうものは生じておりません。具体的には、委員おっしゃったとおりですね、保育の要

件というのが制度がございまして、両親の就労であったり、両親の求職活動されている、ま

たは保護者が疾病などで治療を受けていらっしゃる方、また母親の妊娠出産といった部分も

保育の要件として、現在も認められておりますけれども、その内容についての変更は考えて

おりません。また、次の質問でございました４歳児以降の保育料が発生するということでご

ざいますが、現在３歳児以上ですね、年少さんになりますけれども、以上のお子さんにつき

まして、保育園、また認定子ども園、それぞれですね、保育料というものは生じておりませ

ん。説明は以上になります。

○宗形委員 はい。町立保育園でも４歳になっても預けられるっていう、それそれでも無償化

ということで確認してよろしいですか。

○保育給付係長 保育給付係長の石井です。ただいまの質問に答弁申し上げます。４歳の町立

保育園に在園、進級される方っていうことでよろしいでしょうか。はい。３歳の頃からです

ね、３歳児から年少になりますので、保育料というのは生じておりませんけれども、そのま

ま在園児として４歳に進級される場合、当然保育料はかかりませんけれども、先ほど申し上

げました保育の要件というものが引き続きですね、継続されているということでありました

ら、継続入園ということで進めているところでございますので、退園ということには基本的

にはならないということで御理解いただきたいと思います。

子どものための教育・保育事業

○阿部沙希委員 ２番、阿部沙希です。同じく主要施策ナンバー78、子どものための教育・保

育事業について質問させていただきます。制度創設の保育士人材バンクへの登録見込みを教

えてください。

○保育給付係長 はい。保育給付係長の石井です。ただいまの阿部委員の質問に答弁申し上げ

ます。先ほども答弁申し上げましたとおり、町におきまして町内に在住する保育士や幼稚園

教諭の有資格者の居住状況といいますか、そういったところは把握していない状況でござい

まして、この登録見込み数を想定するのは困難なところでございますが、他の自治体の同様

の取組状況、こういったことから推測すると、それほど大人数ということでなく、数名程度

のですね、少数の登録になるんじゃないかと考えているところでございます。以上です。

子どものための教育・保育事業

〇江口委員 はい。11 番、江口智子でございます。ただいまの事業、同じ事業につきまして、

参考までに伺いたいんですが、４月から見込まれる通園生を抱える世帯において、最もこの

負担軽減、第１子半減、第２子以降無償化ということで、具体的にどのくらいの負担軽減に

なっているか、もしそういった計算があれば教えていただきたいと思います。

○保育給付係長 はい。保育給付係長の石井です。ただいまの江口委員の質問に答弁申し上げ

ます。保育料の負担軽減の影響額と言いますか、大きい金額と言いますか、についてという

ことでよろしいでしょうか。はい。今回の制度改正に伴って、保育料の軽減につきましては、

令和７年の９月から実施するということで考えております。はい。主要施策補足説明資料の

40 ページに利用者負担額の一覧を掲載しているところでございます。こちらで３歳未満児の
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ですね、現在の保育料の現行と軽減後の金額について記載しておりますけれども、一番大き

く影響を受ける方につきましては、この表の一番右側の第８階層、所得割額、世帯の所得割

額が 39 万 7000 円以上の高所得の５世帯になるかと思いますけれども、このケースで現在、

第１子につきましては、現行 10 万 4000 円、月当たりですね、こちらが半額の 5 万 2000 円と

いうことで、影響額月当たり 5 万 2000 円ってことになりますけれども、第２子につきまして

は現行、この下段になりますけども、第２子の方がいる御世帯で、第１子が小学生以上の御

世帯になります。こちらにつきましては、現行小学生以上は人数カウントに含めないもので

すから、この第２子も第１子としてカウントしまして、10 万 4000 円の保育料を支払ってい

ただいておりますけれども、今後この第２子の考え方を年齢制限を設定せずにですね、実際

の第２子としてカウントするものですから、保育料がゼロ円ということになります。ですの

で、この 10 万 4000 円減額になるといいますか、この部分が一番大きく影響を受ける世帯に

なるということになります。以上です。

〇江口委員 はい。11 番、江口です。そうしますと、仮にこの一番所得の大きい世帯において、

第１子及び第２子がいた場合は、およそ 15 万程度の保育料が減額になるという説明と理解

しましたが、実際にこういった世帯の方というのは、町内にはいらっしゃるのですか。もし

確認に時間がかかるようでしたら、後ほど教えていただければと思います。

○山口副委員長 はい。では、後ほどよろしくお願いします。

町立保育園運営管理経費

○髙橋委員 はい。12 番、髙橋善貞です。施策番号の 85 番、町立保育園運営管理費の経費と

いうことで質問させていただきます。補足説明資料の 41 ページです。この補足説明資料の

41 ページの下のほうに、３給食費についてっていう記載があるんです。内容を見ると令和８

年度の給食費値上げについての予告なんです。今やっているのは令和７年度の予算審査の特

別委員会をやって、その資料としていただいたのがこの補足説明資料のはずなんです。そう

言いながら、この 41 ページの３は、令和８年度の給食費の値上げについての予告が入ってる

んですが、私こういうのを初めて見たんです。つまりこの中には参考で、しかも令和８年の

給食費どのぐらい上がるかというシミュレーションまで入れていただいてるんですけど、こ

れはどういう意図で入れたのかというか、原課が予算要求して予算編成するときの条件とし

てこの資料を入れたのか、その辺教えていただきたいんです。

○町民生活部長 はい。ただいまの質問に御答弁を申し上げます。こちらの給食費の部分につ

いてでございますけれども、今年度につきましては、地方創生臨時交付金を充当いたしまし

て、給食費の値上げを政策的な判断から抑制したというふうに考えてございます。また、次

年度以降につきましては、今後の物価高騰ですとか国の支援の状況を勘案しながら、給食費

の値上げについては検討してまいらざるを得ないという状況になってございます。参考まで

に、この交付金を入れなかった場合についての一人当たりの月額がこれぐらいになりますよ

ということで、あくまでも参考の資料として、載せさせていただいたという認識でおります。

以上になります。

○髙橋委員 いや、それはよく分かるんです。ただこの交付金使っているのは、この保育園の

給食費だけじゃないですよね。学校給食も使ってますよね。それってことは町全体で考えて

この交付金で補填している予算については、来年もしも交付金なくなったら全て値上げをす

るというふうに考えていいんですか。

○町民生活部長 現在のところ、来年度の予算はまだ検討してる段階ではございませんけれど
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も、御承知のように、先ほども申し上げました物価高騰とか続いてるところがございますの

で、原材料の値上げが著しいということでございますから、当然、保護者への負担の増加と

いうことは検討してまいらざるを得ないというような認識でおります。以上になります。

○髙橋委員 他の予算も同じ考えだということでよろしいんですか。

○町民生活部長 あくまでも町民生活部の担当の部分ということで捉えていただければという

ふうに思います。学校給食の部分についてまでは、所管外でございますので、私のほうから

答弁するのは差し控えさせていただきたいと思います。以上になります。

○髙橋委員 部局が違うなら仕方ないんですけど、予算編成方針っていうのは必ず作るはずな

んですけど、令和７年度の予算編成方針の中で、シミュレーションしてね、今交付金でカバ

ーしてるけど、来年なくなるやつについては全て値上げとか、その辺の告知をしなさいとい

うことになっているんですか。

○町民生活部長 告知をしなさいとか、そういった部分ではございませんので、今回の地方創

生臨時交付金を入れた中で、これだけの軽減を図っているという内容で周知をしたという認

識でおります。以上になります。

○髙橋委員 予算編成方針の話で私は聞いてるんで、町民生活部の事情はよく分かりました。

この予算編成方針の中で、今使っている交付金が来年使えなくなったらそれは告知したほう

がいいっていう判断なんでしょうか。これは原課に聞くよりも予算を編成している担当部局

に聞きたいんですが。

〇財政課長 はい。財政課長の續です。予算編成方針におきましては、翌年度、そういう状況

で告知しなさいというふうには明記はしてございません。以上です。

○髙橋委員 この告知は誰に対する告知なんでしょう。要するに今、議会予算審査特別委員会

で審査するんですけど、補足説明資料に令和８年に上がるかもしれないという告知が入って

る場合は、これは議員に対する告知なんでしょうか。町民に対する告知ではないですよね。

この辺の給食費については来年上げるかもしれない。しかも 300 円上がるかもしれない。こ

れについて、議員に対するここにいる 15 人の議員に対する告知なんでしょうか。

○町民生活部長 ただいまの質問に御答弁を申し上げます。告知というふうに御指摘があった

ところでございますけれども、将来的にわたって必ずするというものではございませんで、

８年度において値上げを検討せざるを得ない状況になろうかなというところでの記載という

ふうに認識しております。必ず８年度に上げていくという内容の告知ではないということで

御理解をいただければというふうに思います。以上になります。

○髙橋委員 私そういうことを聞いてるんじゃないんです。この令和７年の予算編成の予算編

成をした段階で、今やってるのは令和７年の予算審査の特別委員会をやっているんですよ。

その資料としてこれが上がるということは、他の事業も同じですよね。だから予算編成の方

針はこういうのは告知しなさいってことは言ってない。だけど、町全体で考えてこういう事

情にあるところについては、今後も来年以降も告知というか予告していくべきだということ

なんですか。

○総務部長 はい。予算編成方針にも関わりますので、代わって私のほうから御答弁申し上げ

ますが、保護者また町民にとって給食費の負担の増というのは、かなり影響の大きい判断だ

と思っております。そういう意味で保育所の給食費また学校給食費については、地方創生臨

時交付金を活用しながら、今年は値上げをしない負担軽減するという判断をしたところでご

ざいまして、必ずしもその臨時交付金入れてるもの全てが今回予告っていう意味ではなくて、

あくまでもその給食費という保護者また住民へのその影響力の大きさというところから、こ

の言葉が必要だったかどうかっていうところは確かにあったかもしれませんけれども、実際



21

の金額として今これだけかかっている、本来はこれだけいただかなきゃいけないところ、政

策的にこういう金額に抑えていると。ただ、８年度については、この交付金の在り方も含め

て、本来いただかなきゃいけない金額にする考えもあるというところは、この時点で議員諸

氏にもお示ししたほうが、より将来的な議論が進むのではないかという判断も原課としては

あったんじゃないかというふうに思っております。そういうふうに御理解いただければとい

うふうに思います。以上です。

○髙橋委員 最後の質問です。給食費、学校給食費も同じ立場で考えていくと、来年、シミュ

レーションしてこのぐらい上がるっていう、その辺は本来は必要だったということですか。

すみません。これは町民生活部じゃなくて、予算編成側に聞いてるんです。

○総務部長 学校給食費の高騰対策事業として主要施策の補足説明資料の 88 ページに記載さ

せていただいております。本来、賄い材料費を中心に価格転嫁しないといけないものを価格

転嫁しないで、臨時交付金を充てるという趣旨では同じような資料となっておりますが、学

校給食のほうについては、令和８年度、これだけの金額値上げする予定ですというところは

書いていないというところを見ると、足並みのそろった資料となっていないかなというとこ

ろは今改めて反省しているところでありますけれども、考え方的には、今現在、負担いただ

かなきゃならない金額に対して、町が交付金なり一般財源を投じてこれだけ負担金をしてる

というところをしっかりお示しすべきだというふうには考えているところでございます。以

上です。

町立保育園運営管理経費

○髙橋委員 はい。また同じ、町立保育園運営管理経費の別項目なんですが、補足説明資料の

43 ページを見ていただきたいんですが、この補足説明資料の 43 ページにＬＥＤ化工事の理

由が記載されているんです。ＬＥＤ化の工事の理由は地球温暖化対策らしいことを一応記載

はしているんです。先ほどからいろいろ地球温暖化の問題、ＣＯ2 の削減の問題とかって話

しされているんですけど、そうなんですが同じ町民生活部のナンバー105 になりますか。保

健センターの 105 になるのかな。すみません。主要施策の 101 番です。はい。これからやる

ものです。ここのＬＥＤの理由が地球温暖化もなくて、水俣条例の終結国の会議において水

銀の健康や地球環境への悪影響が懸念されるからＬＥＤ化にするんだという内容になってい

るんです。これ同じＬＥＤ化する中で、理由が全然違った理由になっているので、この辺、

統一する必要もあるんじゃないかなと思うんですよね。要するに環境教育の面でも、町がや

っているＬＥＤ化については地球温暖化対策だと。ＣＯ2 削減のためにやるんだって言うん

だったら、この水俣条約の終結国会議っていうのは生産者側の話なんですよ。使用者がじゃ

なくて。これをここに持ってくるっていうのは、ちょっと変かなと思うんですけど、どうい

う意図でこれを出したのかというか、この２つのＬＥＤ化の理由っていうのは、統一できな

いんですか。

○町民生活部長 はい。ただいまの質問に御答弁を申し上げます。資料見ますと、確かにそれ

ぞれの部署におきまして理由が異なっているところについては、資料の作り方としてまずか

ったなというふうに反省するところでございます。ＬＥＤ化の目的についてでございますけ

れども、先ほどからありますように、蛍光灯の 2027 年末での製造輸入の禁止、これに伴いま

して、各施設では順次、蛍光灯をＬＥＤ照明に交換しているというところでございます。交

換により結果的に電力の消費量ですとか電気料金の低減が図られるのは御承知のとおりと思

いますし、併せて地球温暖化対策の推進にかかるということで、脱炭素化への推進が図られ
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るのではないかということで、目的につきましては資料の記載について違いがございますけ

れども、目指すところは同じというふうな認識でおります。以上になります。

児童デイサービスセンター運営管理事業

○松村委員 15 番、松村でございます。主要施策 87 番、児童デイサービスセンターの運営管

理事業のＬＥＤ化の工事を今回進めるわけでございますけれど、この建物は１階から２階と

いうか吹き抜け空間がありまして、その部分の南西面に全てガラスブロックが貼られていま

す。冬の始まり、11 月ぐらいから日差しが弱くなると急激に建物の中の気温が下がる。下に

パネルヒーターはついているのですけれども、ガラスブロックから来る冷輻射を中和はでき

ない。子どもたちの遊ぶ環境としては非常に劣悪な場面なのではないかと思っています。今

回のＬＥＤの施工はそれはそれでよしといたしますけれども、この建物の断熱性能の改修に

ついて、今後検討すべきではないでしょうか。以上です。答弁お願いします。

○町民生活部長 御答弁申し上げる前にお聞きしたいんですけれど、今回の予算と今の改修と

いうのは、関連があるものなのでしょうか。

〇松村委員 はい。基本的に子どもたちの遊ぶ環境を改善するための要素として、先ほど今議

論もありましたけれど、同時に地球環境も改善する意味でＬＥＤ工事をすることについては、

それを反対とは言わないのです。ただ、優先順位からすれば、この建物においては暖房負荷

の軽減というのは非常に喫緊の課題ではないかというふうに申し上げています。いかがでし

ょうか。

○町民生活部長 はい。ただいまの質問に御答弁申し上げます。ただいまの質問でございます

けれども、今回の予算には計上していない部分でございますので、今どう考えているかと申

されても、答弁しようがないというところでございますが、いかがでしょうか。

○松村委員 見解が違うんですけれども、児童デイサービスセンターの機能という部分で、そ

れに何を建築的に追加していくかという優先順位でいうと、建物については暖房負荷の軽減

のほうが優先したのではないか。それに対して計上してないものに対して答弁はできないと

言われると、それはそれで物別れで結構ですけど、私はぜひ次年度以降、この建物の現状を

よく調査して対応を考えていただきたいと思うんですけどいかがでしょうか。

〇町民生活部長 はい。ただいまの質問に御答弁申し上げます。ただいまの内容でございます

けれども、次年度以降の改修の検討ということで伺いましたので、優先順位を勘案しながら、

財政状況を見極めて検討してまいりたいというふうに思います。委員おっしゃるように、保

育所児童デイサービスセンター、ガラスブロックがございまして、そちらの断熱効率が悪い

ということは認識しているところでございますし、先日の委員会の中でも大規模な改修をし

なければならないので、なかなか難しい部分でありますということの御答弁を申し上げてお

りますことから、今後、建て替えですとか、そういったものについても検討してまいらなき

ゃいけない時期に来ているなという認識がございますので、御理解をいただければというふ

うに思います。以上になります。

児童デイサービスセンター運営管理事業

○阿部沙希委員 はい。２番、阿部沙希です。同じ主要施策ナンバー87、児童デイサービスセ

ンター運営管理事業について質問をさせていただきます。子どもの発達支援事業の心理士人

員体制に変化はございましたか。
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○町民生活部長 はい。ただいまの御質問に御答弁を申し上げます。心理士についてでござい

ますけれども、心理士につきましては大きく２つの資格がございます。国家資格の公認心理

士、民間資格の臨床心理士がございますけれども、いずれの資格におきましても、大学院で

の履修が必須ということになってございまして、非常に高い資格となってございます。今現

在も募集をかけてございますが、いまだ応募はないという状況でございますので、来週、17

日 18 日になりますけれども、認定施設であります大学のほうを訪問しまして、教授のほうを

訪ねて、中標津のほうへの御紹介ですとか、そういったところの依頼をしてまいりたいとい

うふうに考えてございまして、様々なリクルート活動を行っておりますので御理解をいただ

ければというふうに思います。以上になります。

○阿部沙希委員 再質問させていただきます。募集はしており、17、18 日に大学訪問も行うと

いうことで、前向きに動かれているとのことで、子どもの発達支援事業に携われる心理士さ

んは町で１人しかおらず、１人で何百件という案件を抱えて日々業務に当たられております。

また、心理士さんに限らずこちらの事業に関わる人員はたったの３名の専門職と１名の保育

士で事業を担っておりまして、現在は 50 名ほどの児童の登録利用とのことで、早急に心理士

さんの補充できるように御尽力をいただければと思います。この事業に携わっておられる

方々の共通して変わりがなかなかいない専門職の方ばかりです。退職なされたりですとか職

員が倒れたりですとか、子どもたちが路頭に迷うことがないように支援の必要な子どもたち

に切れ目のないサポートが行き届きますように、なるべく緊急度の高い案件といたしまして、

引き続き御尽力をどうぞよろしくお願いいたします。答弁はいらないです。

子育て世帯負担軽減給付事業

○武田委員 １番、武田開人です。主要施策ナンバー89 番、子育て世帯負担軽減給付事業につ

いて質問させていただきます。この事業について予算額が大幅に増額となっておりますが、

その要因としては、子ども手当、児童手当の拡充が主な要因でしょうか。

○保育給付係長 はい。保育給付係長の石井です。ただいまの武田委員の御質問に答弁申し上

げます。このたびの子育て世帯負担軽減給付事業につきましては、昨年度の当初予算と比較

しまして２億 2000 万ほど増額ということになっておりますが、委員御指摘のとおり、児童手

当の制度改正の部分を反映した部分が影響、増額の大半を占めているところでございます。

○武田委員 追加質問させていただきます。令和５年９月の定例会の中で、議員のほうから、

医療扶助について小学生や高校生を対象にして拡充していったらどうかというような提案も

出ておりましたが、そういったところは今回の増額には含まれていないのでしょうか。摘要

欄を見ると、乳幼児の医療扶助というところで、就学前児童につきましては入院、入院外、

調剤、歯科となっておりますが、小学生に関しては入院のみ、それ以上に関しては記載あり

ませんので、そういったところ、小学生以上の医療扶助について拡充の予定はないのか、お

聞かせ願えますでしょうか。

○保育給付係長 はい。保育給付係長の石井です。ただいまの質問に答弁申し上げます。子育

て世帯の医療費の扶助の拡充につきましては、このたび令和７年度予算に予算計上しました

保育料の負担軽減と併せて検討はしてきたところでございます。現状、町の喫緊の課題とい

たしましては、出生数の減少であったり、また将来の就労人口の減少ということが予想され

る中で協議してきたところでございますけれども、出生数の減少っていうことにつきまして

は、第１子第２子の減少率が大きいので大幅に減少しているっていう現状であったり、また

令和５年に実施いたしました子ども子育て世帯へのニーズ調査というものを実施しておりま



24

す。そちらの調査結果の中では、子どもの出生に関しまして、子どもをこれ以上望まない御

家庭が７割ほどございましたけれども、ただ経済的負担が軽減されれば、今後またお子さん

の出生を望むっていう、そういう声も４割ほど、アンケート調査では出てきたところでござ

います。そういったニーズといいますか、そういうところを踏まえまして検討はしてきたと

ころでございますが、出生数の回復であったり、就労人口の回復という目標をもとにですね、

掲げて保育料の負担軽減を優先して、このたび予算に計上させていただいたところでござい

ます。医療費の扶助の拡充ということにつきましては、子育て世帯ですね、経済的負担軽減

ということで期待されているところでございまして、道内の自治体でもですね、独自事業と

して実施しているというところは承知をしております。また、町民のニーズも引き続き高い

ということは承知しておりますので、確かに町財政の負担もかなり少なくないという現状も

ございますので、この負担軽減につきましては効率的な支援内容、何歳までどのぐらい支援

するのかとか、またいつからやるのかと、そういった部分については引き続き検討してまい

りたいと担当としては考えておりますので、御理解いただきたいと存じます。

畜犬登録等対策経費

○佐野委員 13 番、佐野弥奈美です。主要施策 95 番、畜犬登録等対策経費ということで、今

回ちょっと増額にはなっているんですが、畜犬登録はマイクロチップの登録によって、飼い

主の負担がかからなくなってきてっていうところで、そういった部分もあるのにも関わらず、

この畜犬登録のあれっていうのは、要は国なり道なりに払う分なのか、また、今、野犬対策

だとか保護犬の関係で犬を預かって登録をする方が増えたのか、この増えた内訳をちょっと

教えていただきたいと思います。

○環境衛生主査 はい。環境衛生主査の石崎です。ただいまの質問にお答えいたします。畜犬

登録等対策経費についてですが、この経費は主に狂犬病予防法に基づく畜犬登録、また狂犬

病予防注射に関する経費について計上しているものでございます。令和７年度の予算では、

前年度に比べ 15 万円の増となってございます。この主な要因についてですが、狂犬病予防注

射の際に交付する注射済みの番号が記載された金属製のプレートがあるんですが、このプレ

ートの購入単価が値上がりとなったことにより、経費が増額となったものでございます。以

上でございます。

○佐野委員 こんなちっちゃい鑑札のね、プレートが高くなったっていうことだったんですけ

れども、登録数が極端に増えたとかそういうわけではなくって、それが増えたということの

考え方でいいのかなと思いますが、予防接種やなんかのときもそうですけれど、登録がきち

っとされていないで、そのまんまになっていて、極端な話言えば脱走しちゃって野犬になる

っていう可能性もあると考えると、これは登録をしていると強制的にって言い方は変ですけ

れど自宅のほうに届きますよね。それで確認できて注射には行くんですけれども、そうじゃ

ない方たちの広報とかホームページとかにも載っていますけれども、そういうので登録する

方っていうのは、今、それを見てやらなきゃいけないんだって言って来る人もいるのか、そ

れとも狂犬病の注射をしなきゃいけないから登録しますっていう方っていうのはいますか。

○環境衛生主査 はい。ただいまの質問にお答えいたします。登録の関係、それから注射の関

係のお話かと思います。委員の御指摘のとおり、犬の登録自体をしていない、登録自体をし

ていない犬、それから注射をしていない犬がいるっていうのは事実としてございます。委員

のおっしゃるとおり、町としましてもホームページでの周知ですとかを行っているところで

あります。また、ケースの一つとしては注射は行っているんですけれども登録をしていない
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というワンちゃんもおります。それは動物病院のほうから毎月、注射の情報が町のほうに入

ってきますので、それを確認したときに登録がされてないというワンちゃんもいるのが事実

でございます。そちらについても町のほうでですね、引き続き直接連絡する等の対応は取る

ことができると思いますので、そういうワンちゃんが確認できた場合には、取組んでいきた

いというふうに考えてございます。以上です。

〇佐野委員 はい。しつこくてごめんなさい。保護犬や何か、今、保健所ですとか町ですとか

で係留している犬とかいますよね。その犬たちにも狂犬病の注射っていうのはするんでしょ

うか。

○環境衛生主査 ただいまの質問にお答えいたします。保護犬につきましては、保護犬を預か

っているときに、現状、町のほうとして注射をしているっていうことはしておりません。保

護犬については農林課のほうの所管にはなるんですけれども、あくまで犬の登録を新しい飼

い主さんが見つかって犬の登録をされて、その後に注射をしているというような流れになっ

ていようかと思います。以上です。

予防接種等事業

○平山委員長 はい。続きまして私のほうから、主要施策番号 96 番、予防接種等事業について

質問させていただきます。ＲＳウイルスワクチンの間隔が２年に１回の助成というふうにな

っていますが、その根拠、また、１回当たりの自己負担分が幾らになるのか教えてください。

○管理係長 管理係長の高玉です。平山委員長の御質問にお答えいたします。ＲＳウイルスワ

クチンの２年に１回助成の根拠につきましては、ＲＳウイルスワクチンが臨床試験により、

予防効果の持続期間が約２年となっています。２年に１回接種することを想定していること

から、助成につきましても２年に１回としています。次に１回当たりの自己負担分につきま

しては、接種費用から町からの助成額を差し引いた金額になります。接種費用は医療機関に

より異なりますが、町立中標津病院ベースでは 2万 5443 円となっているため、自己負担分は

1万 3443 円となります。以上です。

機能訓練事業

○阿部沙希委員 ２番、阿部沙希です。主要施策ナンバー97、機能訓練事業について質問させ

ていただきます。予算額が倍増の要因を教えてください。

○介護支援係長 はい。介護支援係長下栃棚です。阿部委員の御質問について、御説明申し上

げます。今年度までは機能訓練事業に係る研修や旅費等は総務課で予算を持っていました。

７年度から介護保険課で予算を持つことになったためです。金額全体としては大きな増減は

ありません。説明は以上でございます。

不妊治療助成事業

○山口副委員長 ７番、山口雄彦です。主要施策ナンバー100 番、不妊治療助成事業について

お伺いします。この事業は大切な事業というか、その辺のことは理解しているつもりです。

また、大変難しくデリケートな事業だと思いますけれども、ずっと続けてやっていただきた

い事業だと思っております。そこで大変不謹慎とは思いますけれども、過去から今までで、

おめでたい報告というか、そういう事例というのはあったのでしょうか。
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○母子健康係長 はい。母子健康係長の西山です。ただいまの山口副委員長の質問にお答えし

ます。不妊治療助成事業に関しましては、令和５年度から先進医療への助成を開始したこと

もあり、申請件数は増加し、妊娠される方も増加したと考えております。令和５年度実績は

19 件でしたが、令和７年２月末現在 45 名の申請があり、申請された方の中には現在も治療

を続けられている方、妊娠された方と様々ですが、45 名中８名の方が妊娠されており出産予

定となっております。通院回数が多いこともありますので、助成をすることで不妊に悩む夫

婦の経済的負担軽減を図ることができて、また妊娠される方の増加によって、少子化対策の

一助になっているものと考えております。以上です。

地球温暖化対策実行計画推進事業

○髙橋委員 12 番、髙橋善貞です。主要施策番号の 103 番、地球温暖化対策実行計画推進計画

推進事業について、質問させていただきます。ＬＥＤの照明に交換した施設に冷房設備を設

置するというのも中には入っています。学校なんかは教室の中のＬＥＤ照明を取替えて、こ

れからエアコンをつけるっていうそういうことなんですけれど、その際、ＣＯ2 はどの程度

削減されるのか。また、トータルしたらどの程度増加してしまうのか検証すべきではないか

と思うんです。結果的に地球温暖化対策になっているのかどうかっていうことも含めて、消

費電力量とＣＯ2 の削減の量については相関関係でありますので、算定は簡単だと思うんで

すよね。その辺どのように考えていますか。

○環境衛生係長 環境衛生係長の佐久間です。ただいまの髙橋委員の質問にお答えいたします。

質問の中でのまず照明器具の関係につきましては、ＬＥＤ化によりまして、一般論ではござ

いますが７割から８割減になるということと、電気料金も６割程度減になるっていうことが

言われております。ただ、今回行います冷房設備に関しましては、具体的に例えばこういう

一般論というものがなくてですね、当然、現状のこれから入れる機種ですとか性能ですとか、

また、規模感によって変わってくるようなところもございますので、現時点でどの程度ＣＯ

2 が増減または減るかということの計算ができていない状況でございます。ただ、今後です

ね、令和８年度に温暖化対策の実行計画が中間年度ということで見直しを予定されておりま

す。この際には全ての施設につきまして、７年度実績までの計算でそれぞれ基準年、平成 25

年度が基準年なんですが、ここに比べてどの程度ＣＯ2 が削減しているかということを再計

算するような状況がございますので、そのような形で確認できるように進めていきたいなと

考えているところでございます。

地球温暖化対策実行計画推進事業

○長渕委員 はい。４番、長渕です。主要ナンバーの 103 番、地球温暖化対策実行計画推進事

業についてですけれども、今、町を挙げてゼロカーボンだとかＬＥＤ化ということに取組ん

でいる最中ですけれども、民間で今、実施している対策っていうのを把握していますかとい

う質問です。その質問の意図としては、中標津町全体で取組んでいるんだよという町のイメ

ージアップにつながるのではないかと思いまして質問しました。取組んでいますか。

○環境衛生係長 環境衛生係長の佐久間です。ただいまの長渕委員の質問にお答えいたします。

現在、町のほうで一部の情報のみが把握されている状況になっております。これにつきまし

ては過去に行われた発電施設ですとか、地熱利用につきましての継続的な追跡調査を行って

いるもの、またＪ－クレジットの販売、こちらによって一定程度地球温暖化対策を行ってい
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る事業者の把握、また令和６年度につきましてからは、売電に関わる発電施設を設置する際

には、事前説明の義務化というものが法的に行われましたので、これによって情報が入って

きているという部分につきましては把握しております。ただし、一般の事業所を含めた民間

実施状況全体には把握できていないという状況になっております。以上です。

○長渕委員 はい。再質問させていただきます。もしかしたらですね、相当数、民間でも取組

んでいる事業がたくさんあると思いますので、ぜひ調査していただいて、中標津の良いイメ

ージにつなげれるような対策として、今後進めていただきたいと思います。質問ではないで

すけれども以上です。

家庭菜園造成事業

○栗栖委員 はい。３番、栗栖陽介です。主要施策ナンバー158 番、家庭菜園造成事業につい

て質問いたします。近年の物価高騰により食費を減らすために、また、健康志向、オーガニ

ック志向の町民が増えてきて、以前はあまり使われていなかったというか、使われていまし

たけどちょっと使っている使用面積が少なかったと。だんだん、昨年度はある程度増えたと

思うんですけれど、そういったことがあってそういう町民が増えてきており、家庭菜園に目

を向ける町民が増えてきています。この事業の予算があまり増えておりませんが、今回の増

額の内訳、また、家庭菜園事業の改善の予定のお考えはありますでしょうか。

○交通町民相談係長 はい。交通町民相談係長の遠藤です。ただいまの栗栖委員の御質問にお

答えをいたします。家庭菜園造成事業経費の増額要因についてでございますが、こちらにつ

きましては、家庭菜園造成に関わる委託料につきまして、燃料費及び人件費の高騰から 10 万

円の増額となったところでございます。また、家庭菜園の区画割り、こちらに使用するロー

プ等の消耗品費につきまして、資材費の高騰から 5000 円の増額となり、菜園に設置をしてお

ります簡易トイレの借上料について、設置及び撤去にかかわります人件費の高騰により 2000

円の増額となったところでございます。また、ただいま栗栖委員から御指摘のありました家

庭菜園の利用状況、また、改善に向けた取組という部分についてでございますが、令和６年

度の家庭菜園の利用実績につきましては、全体の 150 区画に対しまして、123 区画が使用さ

れているところでございまして、使用率としては 82％ということで、８割の区画が使用して

いただいているというところでございます。今後の改善の部分という点についてでございま

すが、家庭菜園の区画等につきましては、現在の 150 区画というところで、引き続き皆様に

利用のＰＲのほう、町の広報紙等で行っておりますので、継続して周知のほうしてまいりた

いと考えております。以上でございます。

○栗栖委員 町の広報紙でのＰＲが少々足りないんじゃないかと感じているところであります

けれど、町内会回覧版とか他の広報誌等でもぜひやってもらいたいと思います。以上です。

【町民生活部】一般会計予算歳入

中長期在留者住居地届出等事務委託金

○髙橋委員 12 番、髙橋善貞です。歳入の質問になります。予算書の 26 ページです。予算書

26 ページに中長期在留者住居地届出等事務委託金というのがあります。これについては、令

和５年度に 17 万 6000 円、令和６年度が 22 万 6000 円、今回は 25 万 6000 円の予算計上して

います。この算定根拠と事務委託の内容について教えてもらえませんか。
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○戸籍住民係長 住民保険課戸籍住民係長の中山でございます。髙橋委員の先ほどの御質問に

御答弁させていただきます。まず、事務委託内容から御説明させていただきます。委託内容

につきましては、中長期在留者及び特別永住者に関わる住居地届出、これに付随します在留

カードの書換えや法務大臣への通知、その他の事務を出入国在留管理庁より受託しているも

のでございます。加えまして令和６年度及び令和７年度予算の積算根拠につきましては、前

年度の実績件数をもとにいたしまして、中長期在留者住居地届出等事務委託費取扱基準によ

って定められた事務の単位時間を掛けて算出した人件費と物件費を計上しているところでご

ざいます。説明は以上でございます。

○髙橋委員 この委託業務は法定委託業務で、委託元っていいますか、法務省から受けている

のか、それとも法務省が出入国管理局を経由して町に委託してきているのか、その辺分かり

ますか。

○戸籍住民係長 戸籍住民係長の中山でございます。髙橋委員の御質問に御答弁させていただ

きます。まずこちらの業務につきましては、地方自治法に定められました第１号法定受託事

務に該当いたします。受託先としては我々は一応出入国管理庁から受託を受けているような

形になります。大本は法務省の管轄でございます。以上です。

○髙橋委員 もしも分かれば、取扱い件数になると思うんですが、昨年度の取扱い件数と、こ

れ在留者カードの発行と更新もやらなきゃいけないとなると、これ確か在留者カードの届出

は 14 日以内に届出しない場合は確か、20 万から 30 万ぐらいの罰金が科せられるっていう、

それと中長期というのは 90 日以上居住する場合のことを言っているのでしょうか。その辺

ちょっと教えてください。

○戸籍住民係長 戸籍住民係長の中山です。御質問にお答えいたします。まず、中長期在留、

ただいま受けております受託事務につきましては在留カードの発行ではなくて、発行された

在留カードの券面の書換えになります。発行は町のほうでは受託を受けておりません。取扱

い件数につきましては、取扱い件数で申しますとまず、国外からの転入が令和４年度令和５

年度予算ベースでは令和４年の数字を実績にしているんですけれど 46 件でございました。

こちらが令和５年度実績になりますと 96 件、50 件程度増加しているところでございます。

○髙橋委員 今、中標津町の外国人、確か 300 近くになっていたと思うんですが、そういう件

数ではなくて、異動してきた件数という考えていいでしょうか。

〇戸籍住民係長 説明不足で申し訳ございません。ただいま申し上げましたのは転入の件数で

ございます。実際には髙橋委員の御指摘どおり、今中標津町、２月の 28 日現在で 290 名外国

人の方いらっしゃるんですけれど、その他に先ほど申しましたのは、国外転入の件数でござ

います。これが一番大きな変動があった数字なんでございますけれども、それ以外に国内で

他の市町から中標津町に転入して来られた方が大体年間 50 件程度、その他、町内で転居され

た方っていうのが 10 件から 20 件程度、毎年発生しているんですけれど、そういうのも含め

た取扱い件数となります。以上でございます。

【町民生活部】介護保険事業特別会計予算

介護予防ケアマネジメント委託料

○平山委員長 予算書における 178 ページ、介護保険事業特別会計について質問させていただ

きます。要介護認定者の増加に対しまして、近年増えていると思うんですけれども、予防に

関する需要は高くなってきていると思いますが、介護予防ケアマネジメント委託料が減少し
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ている要因について教えてください。

○介護支援係長 介護支援係長下栃棚です。平山委員長の御質問について、御説明申し上げま

す。まず、要介護認定者数に関しては、この数年高齢者数は増加していますが、要介護認定

者数に関しては横ばいで推移しています。介護予防ケアマネジメントは要支援１、２の方の

マネジメント業務になります。基本的には介護支援係、地域包括支援センター職員が担当し

ますが、要介護と要支援の夫婦などでの場合は、居宅介護支援事業所のケアマネジャーと地

域包括支援センターの職員が夫婦別々の担当となります。そういった場合、業務の負担軽減

ですとか利用者さんの混乱を招かないように居宅介護支援事業所のケアマネジャーが委託で

受けていただいて、夫婦をケアマネジャーさん１人で担当するという場合があります。その

他、御利用者さんから、どこどこの居宅介護支援事業所のケアマネジャーに担当していただ

きたいといったような御要望があった場合は委託するという場合があります。委託の理由は

様々ありますが、昨年４月より居宅介護支援事業所のケアマネジャーの担当件数が 35 件か

ら 44 件に引上げられました。それにより、居宅介護支援事業所のケアマネジャーの業務量は

増加しており、介護予防マネジメントの委託を受けない、または受ける余裕がないといった

ケースが増えたことで、委託件数が減り委託料の金額が減ったと考えられます。説明は以上

でございます。

以下は質疑なし

・国民健康保険事業特別会計予算

・後期高齢者医療特別会計予算
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予算審査特別委員会質疑（3/11）議場

【教育委員会】教育行政方針

今般の光合成細菌の分離培養と機能評価は広く町内の経済界や研究施

設と共同で取り組み、町全体に経済的成果を及ぼす可能性を秘めている。

支援体制を作る必要があるのでは？
○松村委員 15 番、松村でございます。教育行政方針の９ページ、中標津農業高等学校の教育

の充実の部分で、地元の多様な資源を活用した新製品の開発や栽培作物の研究を進めますと

いう発言がございました。この３月定例会の前段に教育行政報告がありました。その中で光

合成細菌に関わる受賞のくだりとかございました。環境保全型農業に関する研究を進めると

ともに、次世代に向けた共同的で持続的な活動の展開を見据えながら、ＳＤＧｓを取り入れ

た活動の推進に努めますというふうになっていますけれども、この光合成細菌の土壌からの

分離、培養、そして、それの機能評価、効能評価というのは恐らくは広く町内の経済界や研

究施設と共同で取組、町全体に経済的成果を及ぼす可能性があるような、そういう開発行為

ではなかったのかと思うわけです。この辺について、まず教育委員会としての見解をお聞き

したいのです。その上で、経済界や業界、農業協同組合、広く言えば町民が行っている町民

菜園への波及効果とか様々な部分の働きかけが必要だと思いますけど、その辺についての見

解についてもお知らせいただければと思います。いかがでしょうか。

○農高事務長 はい。農業高校事務長西東です。ただいまの松村委員の質問にお答えいたしま

す。御質問のありました光合成細菌のプロジェクトでございますが、農業高校の植物活用研

究班、そこの野菜班が行っているプロジェクトでございまして、地場産野菜の普及活動が目

的になってございます。幾つかの段階を経まして、中標津地方市場さん、計根別農協さん、

飲食店の１店舗と連携するところまで進めることができたところでございます。また、連携

してですね、研究に協力をいただいております、恵庭にあります微生物資材メーカーでござ

いますが、こちらにつきましては、光合成細菌のバイオキットを現在開発研究中でございま

す。このプロジェクトでございますが、研究班といたしましては、来年度も継続して研究を

していくという予定でございまして、バイオキットの開発のためには、光合成細菌の有効性

についてまだまださらなる検証が必要であるというところから、もう少し時間が必要である

というふうに聞いてございます。バイオキットの完成後には試験利用、また、試験販売を経

ての本格販売になるかというふうに考えておりますが、その際は連携しております資材メー

カーとの相談をしながら進められる予定でございます。現段階としましては、町全体への経

済的成果というものは未知数でございまして、学校プロジェクトへの支援体制につきまして

は、町としましてもこれまで同様に対応していきまして、状況に応じて今後も検討していき

たいというふうに考えてございます。

〇松村委員 はい。15 番、松村です。今の答弁をおおむね了承といたしますけれども、中標津

町議会としては過去にＥＭの勉強のためにわざわざ沖縄まで視察に行ったことがございます。

この光合成細菌とか、すごく深い可能性を持っていると思います。ぜひとも中標津町の経済

部や企画や皆さんで、この分野に注目して協力体制を今後つくり上げていく、そういう視点

で議論を進めていっていただきたいと思います。もしよろしかったらどなたか答弁をいただ

ければ。できればこちらのほうの席からいただければ。

○町長 お答えいたします。農業高校等で研究されたもの、今回の高校生の細菌ならずですね、

いろんな食品類、町に対して非常に貢献してくださっているのも分かっている話でございま
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す。こういった研究がですね、町場または研究機関等にですね、しっかりと採用されている

のは農業高校の将来にとっても非常に明るい話題でございますので、ぜひですね、注目して

見守っていきたいというふうに考えております。以上です。

【教育委員会】一般会計予算歳出

キャリア教育推進事業

○阿部沙希委員 はい。２番、阿部沙希です。主要施策ナンバー211、キャリア教育推進事業に

ついて質問させていただきます。事業の内容の中学生職業体験について、２点お伺いいたし

ます。まず１点目になります。対象の中学生の範囲に特別支援学校の中学生は含まれており

ますか。

○学校教育係長 学校教育係長の板倉です。ただいまの阿部委員の御質問にお答えいたします。

特別支援学校の生徒は対象には含まれておりません。以上です。

○阿部沙希委員 続いて２点目になります。中学生の職業体験の中には、当町の役場での職業

体験も含まれておりますか。

○学校教育係長 はい。役場の職業体験は役場でも含まれておりまして、庁舎ですとかあとは

町立の幼稚園だとか、あとは学校を希望される生徒がいた場合には、そこを対象として職業

体験を実施しております。以上です。

児童生徒の安心安全サポート事業

○佐久間委員 はい。８番、佐久間ふみ子でございます。施策番号 213 番、18 ページなんです

が、児童生徒の安心安全サポート事業について質問いたします。本町の小中学校の総児童生

徒数は毎年減少といいますか減っていますけれども、不登校の児童生徒数は年々増えている

状況です。児童生徒保護者が抱えるもろもろの問題や悩みに専門的な知識、経験を持つスク

ールソーシャルワーカー、また、スクールカウンセラーは充足しているのでしょうか。

○学校教育係長 はい。学校教育係長の板倉です。ただいまの佐久間委員の御質問にお答えい

たします。充足しているかとの御質問でございますが、充足しているとは言い難い面もあり

ますが、現状は配置の人数によって業務はこなせていると考えております。以上です。

○佐久間委員 ８番、佐久間ふみ子でございます。以前ですね、なり手がいないとか、専門的

な知識、そういう人がいないということで、ちょっと聞いたこともあるんですけれども、先

日、帯広の教育委員会が運営している不登校対策にですね、対策について視察をしてまいり

ました。帯広ではメタバース空間というのを活用した不登校支援について取組んでいるとい

うことで、主にですね、やっぱり不登校対策なので、心理的要因であるとか集団不適合等に

よって不登校の状態にある児童生徒が、ここでは 119 名入って、いろいろ学習面であるとか

体験活動をともにしているというふうに伺ってまいりました。内容についてはちょっと詳し

くはここでは申しませんけれども、これからメタバースとかそういったＧＩＧＡスクール構

想第２弾ということで始まりますので、そういった教育委員会として、今後メタバースの活

用とか導入については、どのように考えていらっしゃいますか。

○学校教育係長 はい。ただいま学校教育係長板倉です。佐久間委員の御質問にお答えいたし

ます。現状メタバースにつきましては、検討するといったような段階でございまして、実際

に実施するというところまでは至っていないのが現状でございます。今年度、北海道の事業
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で中標津町では２名の参加申込みがあり、実際、メタバース空間利用した児童生徒は１名で

した。１名という実績あったんですけれども、中標津町には教育相談センターございますの

で、まずは相談センターの利用を促し、それでも登校だとか問題解決に至らないようであれ

ば、その先の手段として検討していかなければならないのかなというふうに担当としては考

えております。以上です。

ＧＩＧＡスクール構想推進事業（小・中）

○江口委員 11 番、江口智子でございます。主要施策番号 218 番、補足説明資料では 83 ペー

ジの（2）、タブレット端末の更新について、２点質問をさせていただきます。まず１点目で

すが、ＧＩＧＡスクール構想がコロナ禍によって全国的に前倒しをされまして、一斉に取り

入れられたことによりまして、更新時期も５年に１度ということでかぶり、全国的には 68％

が 2025 年度に集中すると言われております。中標津町としてはこの更新台数 2045 台、結構

な台数でありますけれども、これが更新端末が年度内に万が一納入されないという事態に至

った場合は、どのように対応していく予定であるか伺います。

○学務係長 学務係長の四宮です。ただいまの江口委員の御質問にお答えいたします。更新端

末が年度内に納入されない想定はしているのかという御質問ですが、全国的に江口委員がお

っしゃったように、令和７年度に調達が集中している状況ではございますが、北海道から事

業者に対し情報提供を依頼し、可能な納入期限を確認するとともに、調達作業を前倒しで進

めておりますので、令和７年度内の納品を確実なものとするよう取組んでいるところでござ

います。また、入札で納入業者が決定され契約行為に基づき発注するものであることから、

納入期限が守られないことを想定した対策は特段とってございません。以上です。

○江口委員 はい。分かりました。十分な台数を事業者が確保し、事業者から購入をするとい

う計画であるということで理解をいたしました。２点目なんですけれども、今度は同じ台数

がリサイクルというか、使用を終えたものは処理をする段階になろうかと思いますが、今般

リサイクルに出す前の処理が甘かったりなされないことによって、その後、リサイクル業者

から中古品として販売された端末から個人情報が漏えいするというふうな事案が全国で起き

ていると認識をしております。今回のリサイクルに関しては、どのように処理をしていくの

かについて伺います。

○学務係長 学務係長四宮です。続いての江口委員の御質問にお答えしたいと思います。端末

の処理に関してですけれども、現行使用している端末は、令和７年度末まで活用することと

なりますので、令和８年５月頃より、小型家電リサイクル法認定業者へ委託し、データ消去

及び端末の引き渡しを順次進めていこうと思っているところでございます。以上です。

〇江口委員 はい。11 番、江口智子です。今の説明では、データ消去についてはリサイクル業

者に依頼をするということでしょうか。

〇学務係長 はい。おっしゃるとおりでございます。

〇江口委員 はい。その際、先ほども言いましたが、このリサイクル業者が、そのデータ消去

の処分が甘かったせいでという、そういった事案の発生について、例えば学校内では、基準

としてリサイクルする際に、ここまでのデータ消去は学校で行ってくださいとか、そういっ

た通達のようなものは考えていますか。

○学校教育課長 学校教育課長の下村でございます。ただいまの質問にお答えさせていただき

ます。各学校においてデータの消去の作業を依頼するかどうかといった点につきましては、

まだ詳細に決めているわけではございませんけれども、あくまでもリサイクルにつきまして
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は、認定業者に対しての委託ということになりますので、間違いなく的確な処理が行われる

ものというふうには認識しているところでございます。

農業高校クラブ遠征支援事業

〇松村委員 はい。15 番、松村でございます。主要施策の 221 番、農業高校クラブ遠征支援事

業の中で、活動振興車両事業という項目がございました。このことについて、どういう趣旨

なのか説明をいただきたいと思います。

○農高事務長 農業高校事務長の西東です。ただいまの松村委員の質問にお答えをいたします。

農業高校クラブ遠征支援事業の内容につきましてですが、こちらはスポーツ文化遠征費補助

と遠征にかかる車両借上料でございまして、遠征にかかる車両借り上げのことをですね、活

動を振興するための車両事業というふうに表記をしているところでございます。以上でござ

います。

〇松村委員 はい。15 番、松村でございます。遠征のための車両の借上料ということで理解い

たしました。実は過日、農業高校の教育懇談会に参加いたしました。その際にエゾシカ肉の

バーガーと言いましょうか、それを発表とともにいただく機会がございました。エゾシカ肉

でございますけれども、勘所といいましょうか、私が非常に感動したのは温かかったという

ことなんです。家へ持って帰って食べるのではなくて、そこで食べていただきたいという思

いで温かいバーガーが出たと記憶しておりますけれども、農業高校のこのようなクラブ活動

とか、もしくは様々な食品の提供のバザールとか、そういうところに出て行く場合において、

いわゆるキッチンカーというのが本当に必要なんだなというふうに自覚いたしましたけど、

農業高校自体としてはそのような議論については、どのようなことがなされていますでしょ

うか。

○平山委員長 この項目ではないような気がするんですが。

〇松村委員 分かりました。はい。問題提起にとどめておきます。

教育相談センター運営事業

○髙橋委員 12 番、髙橋善貞です。主要施策の 227 番、教育相談センターの運営事業について

質問させてもらいます。いろいろと学校教育施設、福祉施設で照明灯のＬＥＤ化事業だとか、

冷暖房施設の整備事業は予定されてるんですが、特に古いこの不登校の生徒だとかを支援し

ていく教育相談センターの建物について、ＬＥＤ化と冷房の施設の整備の事業というのは考

えているのでしょうか。

○学校教育係長 はい。学校教育係長の板倉です。髙橋委員の御質問にお答えいたします。現

在、照明ＬＥＤ化の予定はありません。しかし、使用中の照明器の蛍光灯の生産、輸出入が

今後禁止になることから、将来的なＬＥＤ化を視野に入れたいと考えております。また、冷

房施設整備も予定はありません。現状、扇風機などを活用して対策することで、大きな問題

は生じておりませんが、今後の状況に応じて、さらなる対策も実施していきたいと考えてお

ります。以上です。

埋蔵文化財分布確認調査事業

○髙橋委員 はい。12 番、髙橋善貞です。主要施策番号の 230 番、埋蔵文化財分布確認調査事
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業です。昨年 10 月末に根室管内の林業活性化の議員団議員と羅臼町郷土資料館松法川遺跡

について視察研修させていただきました。今年１月末には文教厚生委員会で網走市郷土博物

館、モヨロ貝塚館を視察研修しました。どちらもオホーツク文化の発掘された遺物、出土さ

れた収蔵品が多く展示されていたんですが、中標津町において確認されている遺跡がこのオ

ホーツク文化なのかトビニタイ文化なのか検証するためにも、埋蔵文化財の発掘調査を実施

すべきじゃないかなと思うんですけど、その辺の計画はどうなっているのでしょうか。

○学芸主査 学芸係学芸主査の村田でございます。ただいまの髙橋委員の御質問にお答えいた

します。発掘調査は土地に埋まっている文化財、すなわち埋蔵文化財包蔵地を掘削する行為

であり、一度掘削した場合、原状に復することができないことから破壊行為とみなされてお

りまして、現状保存が原則になります。そのため調査において恣意的な情報の選択ではなく、

可能な限り全ての情報を引き出すことに努めなければならないため、調査の目的、研究利用

を明確化しなければなりません。その上で文化財保護法に基づき文化庁長官へ届出なければ

なりません。そうした中で発掘調査終了後は、出土遺物の洗浄、注記、接合、実測、拓本、

作成の他、図面作成、写真撮影等の作業を行った上で、調査報告書にまとめて完校すること

になります。これらの作業は発掘担当者１人でできるものではないことから、多くの人手、

手間暇がかかりまして、多くの場合、正規の学芸員の他、臨時で専門の発掘調査担当者、作

業員を雇うなど調査体制を整えて行っています。このことから発掘調査には膨大なコスト、

労力がかかります。現在、本町で御承知のとおり法定計画、中標津町文化財保存活用地域計

画に基づき、昨年３月に発足した任意団体中標津しるべつなぎ会と連携協力しながら、文化

遺産を生かしたまちづくりの推進に向けて事業を進めています。また、郷土資料収蔵庫の建

設も控えていることから、原則として現状保存となっている埋蔵文化財の発掘調査を行うこ

とは計画しておりません。また、以前、株式会社明治から購入した土地にある標津川９遺跡

については、昔から知られていた遺跡であり、企業所有地であったため立入りができず、詳

細不明の遺跡であったことから、町における利活用を検討するため、その性格と範囲確認を

調査するため部分的に掘ったものでございます。また加えて、先ほどオホーツク文化、トビ

ニタイ文化の話がございましたが、オホーツク文化というのは海洋民族でございまして、海

岸部に分布している遺跡になります。本町は内陸部に所在することから、オホーツク文化は

分布はしておりませんで、オホーツク文化と擦文文化を融合するトビニタイ文化については、

分布が一部確認をしているところでございまして、平成 24 年、５年の辺りで千葉大学で発掘

調査をしてトビニタイ文化の調査が行われていたところでございます。以上、このような状

況でございまして、今現在、計画をしていない状況でございます。御理解のほどどうぞよろ

しくお願い申し上げます。

○髙橋委員 今、中標津町は内陸なので、オホーツク文化の影響は全くないというふうにおっ

しゃったんですけれど、標津川という大きい川があって、海岸線から内陸に入り込んできた

という説もやっぱりあってもいいんじゃないかなと私は思うんです。それともう一つ、海岸

線から中標津に入ってくるのと、トビニタイ文化だっていうのも分かるんですけど、中標津

から斜里に行く向こうの斜里参道のほうからも、いろいろと人が流れ込んできているんじゃ

ないかなっていう、そういう仮説も考えると、その辺を検証するためにも発掘が必要じゃな

いかなと私は思うんですけど、その辺はもう明確化されているんでしょうか。

○学芸主査 学芸係学芸主査の村田でございます。基本的にオホーツク文化というのは海洋民

族でございまして、生業の部分においては、海洋でですね、狩猟採集をする民族であるとい

うことで位置づけ、考古学の中では位置づけられております。髙橋委員がおっしゃりますよ

うにですね、オホーツク文化と擦文文化との関わり、トビニタイとの関わりがどのようにな
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っているかというのは、今後の調査が必要な部分ではございます。しかしながらですね、先

ほど申し上げましたように、発掘調査においてはですね、膨大な労力とコストがかかること

から、現在は計画をちょっと、計画していない、できないっていう状況にございます。以上

です。

スポーツ合宿等誘致推進事業

○山口副委員長 ７番、山口雄彦です。主要施策ナンバー236 番。スポーツ合宿等誘致推進事

業についてお伺いします。今現在、日本体育大学のラグビーの合宿の受け入れをされていま

すが、コロナ禍で来ない年もあるようですけれども、日体大に太いパイプがあるというのは

存じていますが、この他に大学や実業団等のスポーツの合宿の誘致とかを行ってはいかがで

しょうかという質問です。

○社会教育主査 教育委員会社会教育主査の宮崎です。山口副委員長の御質問にお答えいたし

ます。近年の中標津町の実績としましては、実業団の陸上競技部でスターツ陸上競技部やカ

ネボウ陸上部など、また大学では日本体育大学陸上競技部が合宿を行っております。令和６

年度においては、東海大札幌高等学校のサッカー部が８月に合宿を行い、地元チームをはじ

め、近隣チームとの練習試合などを行っております。スポーツ合宿等誘致推進事業における

日本体育大学との連携協定以外の団体の誘致についてですが、本町では、町内のスポーツ施

設と宿泊施設を利用し合宿を行う団体に対し、合宿の支援品としてスポーツドリンク等を支

給するスポーツ合宿支援品支給事業を行っております。予算額で申し上げますと、誘致推進

事業の 215 万 9000 円のうち 20 万円をスポーツ合宿支援品支給事業として計上しております。

周知方法としては、ホームページ等での周知の他、スポーツ関係団体からの情報提供などに

より、合宿を検討している団体へ施設の情報や各ホテルの紹介を行うとともに、本支援品の

支給事業についてＰＲをさせていただいております。本町といたしましては、引き続きホー

ムページやＳＮＳ等で必要な情報提供を行い、合宿による地元の子どもたちとの交流やスポ

ーツ教室などを通して、スポーツ普及や振興を図ってまいりたいと考えております。以上で

ございます。

学校給食事業

○髙橋委員 はい。12 番、髙橋善貞です。主要施策ナンバーの 241 番、学校給食事業です。他

の部局で地方創生臨時交付金が今年使っていて、それがもしも来年なくなったら値上げしま

すっていう話があったんですけど、学校給食費についても地方創生臨時交付金を使っていま

す。これがもしも令和８年になくなったら給食費は値上げするという考えありますか。

○給食係長 給食係長の佐藤です。ただいまの髙橋委員の質問にお答えいたします。令和７年

度は賄い材料費と給食費負担金の差額は１食当たり 86 円となっており、その分を地方創生

臨時交付金を活用して、給食費負担金を値上げしないこととしています。令和８年度に向け

ましては、令和７年度中に材料費との差額分を埋めるため値上げを検討していく次第でござ

います。なお、国の学校給食費無償化の動向次第によって、値上げの対応内容や時期等を精

査する必要があると思います。以上です。
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学校給食事業

○栗栖委員 はい。３番、栗栖陽介です。主要施策ナンバー241 番、学校給食事業について質

問いたします。現在は職員が足りていると存じておりますが、いつ職員不足になっても対応

できるように、安定的、また保険的にも調理時の高い室温に強いアジア系外国人を起用すべ

きではないでしょうかということで質問いたします。

○給食係長 給食係長佐藤です。ただいまの栗栖委員からの質問にお答えいたします。まず現

状ですが、当給食センターでの調理の必要人数は 12 人、定員が 12 人でありますが、令和４

年８月の時点で７名まで減っておりましたが、現在は 12 名おりますので人数は確保できて

いるところでございます。今月も１名退職する予定でございますが、既に面接も終わり４月

からの勤務も内定を出しているところでございます。外国人材につきましては、現在のとこ

ろ、すみません。

○学校給食センター長 給食センター長加藤でございます。ただいまの質問についてお答えを

いたします。外国人材の採用ということでございますが、給食センターという職業柄という

か、時間との戦いというところがありまして、なかなか調理員からの指示指導というのが、

非常にきつめの言葉のこともあったりとか、なかなか難しいこともあるというところも、こ

れは理解していただきたいと。要するに時間に間に合わなければ、学校に給食届かないとい

うことが、まず問題があるところでございまして、外国人材を否定するわけではございませ

んが、現状として外国人の採用については想定はしていないところです。以上です。

○栗栖委員 はい。ただいまの御答弁に対して再質問させていただきますが、外国人材、言葉

があまり通じないっていうこともあって僕も各国の東南アジア系の外国人と一緒に仕事した

ことも、今現在も従業員いますけれど、結構、言葉が通じなくても強い言葉でも通じます。

そして、あまりそんなに相手もかっとなったりとかも少ないのが多いと思います。そういう

パターンが。それであとはマニュアルで対応していけば、対応できるんじゃないかと思うん

ですけど、一応そういうこともつけ加えまして、答弁求めませんので質問を終わります。

以下は質疑なし

・一般会計予算歳出以外

・議案第 29 号.中標津町営体育施設設置条例の一部を改正する条例制定について


